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はじめに
　当事者間で現金や手形・小切手を直接授受することなく，銀行等金融機関を
介して金銭債権債務等を決済する手段として振込がある。この振込は銀行等金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t融機関における事務処理の機械化と通信技術の著しい進展等に支えられて，そ
の利便性と簡易・迅速な資金決済手段としてその取扱量は年々増加している。
全銀システム（詳細は後述）を利用して取り扱われた他行間振込の1日当たり
の平均件数を見ると平成元年が181万件，平成5年が268万件，平成10年が
358万件，平成15年が424万件となっており，その増加振りを知ることがで
きる。因みに全国の手形交換高の1日平均をみると平成元年が152万件，平成
5年が133万件，平成10年が105万，平成15年には100万件を割り71万件
と減少しているω。
　このように今や決済手段の中心として重要な地位を占めている振込取引に関
する法律問題に関しては，その法律的性質，当事者の法律関係をはじめ当事者
の責任等についてすでに学者，実務家による多くの論文が発表されており，そ
（1）　全国銀行協会の「決済統計年報」より。
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れなりの研究がなされているところであるが，取扱量の増加に伴い判例も多く
みられるようになっている。特にコンピュータシステムを利用するようになっ
て，受取人名等がカナ表示されることなどから平成年度に入ってからは，振込
依頼人が同名異人あての振込依頼をして振込依頼人が振り込もうとした本来の
受取人ではない別人の預金口座に振込金が入金されてしまういわゆる「誤振込」
が発生し，これに関する複数の判例が出るにおよんで学界をはじめ，実務家に
よる多くの論文が発表されている。また，簡易・迅速な決済手段であることが
悪用され，近年では，金員を騙取する振り込め詐欺や，悪質金融業者による押
貸しに利用されるという社会問題も生じるに至っている。
　振込取引が現金，手形・小切手に代る簡易・迅速な決済手段として今日多く
利用されるに至ったのは，コンピュータと通信回線を利用した銀行間のオンラ
インシステムである「全銀システム」の開発，利用が背景にあるわけであるが，
今日のような日本国内であればどこでも自由に振込取引ができるようになった
ことには，制度的に当事者の法律関係を中心とする法律問題の整備・明確化を
図り，銀行間資金決済の簡易化・合理化の実現が図られたことが大きく寄与し
ている。法律問題の検討には後述の電子的な手段を用いた資金移動取引の法律
問題として，国連の国際商取引法委員会がまとめた「国際振込モデル法」を契
機に，金融制度調査会エレクトロバンキング専門委員会等における検討やここ
での検討を受けて現在も実際に利用されている全国銀行協会が制定した「振込
規定ひな型」へと整備が行われている。
　このようなことから，第1章では「振込規定ひな型」制定に至るまで経緯も
含めて，当事者の法律関係など振込取引の基本的事項を整理し（2），第2章にお
いて誤振込や振り込め詐欺に関する法律問題を整理することにより，振込取引
に関する法律問題を体系的に整理することにする。
（2）　西原寛一・金融法215頁，田中誠二・新版銀行取引法（三全訂版）1984年245
　頁，前田達明・「振込」銀行取引法講座（上）298頁。
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第1章振込の基本的事項
1．振込の定義・意義
　「振込」という用語は実務界で使われている慣用語であり，法律用語ではな
い。そこで，はじめに「振込」の定義・意義をあきらかにしておくこととする。
普通預金規定（2条1項）当座勘定規定（3条，4条）には，振込による預金
への入金をする旨の定めがあり，現金や手形・小切手等による入金のほかに，
預金者本人または第三者からの振込による預金への入金を規定しており，これ
らの規定で「振込」の用語が使用されている。このことから，「振込」は預金
への入金の形態の1つであるといえる。そして，振込とは「依頼人が指定した
受取人の預金口座に一定金額を入金する取引」であるとか，「依頼人の指定す
る受取人の取引銀行にある預金口座に送金額を入金する取引である」とか，
「依頼者が銀行に対して第三者の口座への入金記帳を依頼する取引である」と
するものなど論者によって多少異なった定義づけがなされているが，依頼人自
身が自己の預金口座に振り込む依頼人と受取人が同一人である本人振込もある
ので，最初の二つ定義が正確であると思う。また，依頼人が振込依頼をする銀
行（これを「仕向銀行」という）と受取人の預金口座のある銀行（これを「被
仕向銀行」という）が同一銀行である本支店振込（本支店為替ともいう）の場
合もあれば異なる他行振込（他行為替ともいう）の場合もある。もっとも典型
的な取引形態は，依頼人，仕向銀行，被仕向銀行，受取人の各当事者が別人格
である4当事者の場合と依頼人と受取人が別人格で，仕向銀行と被仕向銀行と
が同一人格である3当事者の場合である。
2．振込の用語の根拠
　振込は「隔地者間の金銭債権債務等の決済を銀行等金融機関を介して行う仕
組み」（3）と定義される為替取引の1形態である。この為替取引は銀行業の定義
（3）　最決平成13・3・12，金法1613号77頁は「為替取引を行うこととは顧客から隔
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規定である同法2条2項3号に規定されており，信用金庫については信用金庫
法53条1項4号（信金中央金庫は54条1項3号），信用組合については中小
企業等協同組合法9条の8の2項1号に，労働金庫については労働金庫法58
条2項1号に，農業協同組合については農業協同組合法10条6項2号にそれ
ぞれ規定されているが，これらの業法には「振込」なる用語はなく，これらの
金融機関は上記の業法上の為替取引のうちの振込取引を業として行っているの
である。
　ところで，同様にこれら金融機関の本来業務である預金取引については「預
金または定期積金ωの受入れ」と規定しているが，このうちの預金について
は銀行にあっては（他の金融機関も同じ）銀行法施行規則により，業務報告書，
日計表に記載する銀行が受け入れる預金の種類として，まず，勘定科目として，
「預金」と「譲渡性預金」に分け，預金についてはその内訳項目として，当座
預金，普通預金，貯蓄預金，通知預金，定期預金，定期積金，その他の預金，
の7種類をあげている。これに対して「為替取引」については，具体的にどの
ような取引を意味するかについて，銀行法は明示していない。そこで，この
「振込」という用語の根拠はどこにあるかを見ると，現在では，後述の「全国
銀行内国為替制度」における銀行間の内国為替取引に関する取扱いのルールを
定めた「内国為替取扱規則」中に為替種類の1つとして定められている。この
規則は1973年（昭和48年）4月に制定されたものであるが，その第1編総則
中に為替種類として「振込」「送金」「代金取立」「雑為替」として定められて
いる。
　ここで，「振込」の用語が使われるようになった経緯を調べるために必要な
範囲で銀行における内国為替取扱いの変遷を概観することにする。
　地者間で直接現金を輸送せず，資金を移動する仕組み利用して資金を移動すること
　　を内容とする依頼を受けて，これを引き受けること，またはこれを引き受けて遂行
　　することをいう」としている。
（4）　定期積金は預金が消費寄託契約の法的性質を有するのに対して，諾成契約であり，
　預金と法律的性質が異なるため別に規定している。
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3．銀行における振込制度の変遷
　全国銀行内国為替制度の発足以前，（「内国為替取扱規則」の制定以前）は，
振込金の入金口座を当座預金に限定する「当座口振込」として利用されていた
が，1960年（昭和35年）頃から，仕向銀行と被仕向銀行が同一の手形交換所
に加盟する銀行間の振込が増加してきた。ところが，振込取引は「隔地者間の
取引」である「為替取引」として取り扱われていたことから，銀行間での為替
取引契約の締結が必要（詳細は後述）であったが，同一の手形交換所地域内
（隔地に対して同地といわれていた）に所在する銀行間では，この為替取引契
約を締結している例は極あて少なかった。そこで，この同一手形交換地域内の
当座口振込を内国為替取引とは別の「同地振込制度」として，相互に為替取引
契約を締結することなく（同地間は為替ではないと解釈した），手形交換所の
文書交換（5）を利用して振込票を授受し，手形交換により決済する制度が東京
手形交換所では1966年（昭和41年）7月から実施された。
　この同地振込制度は右のとおり，為替取引ではないとして銀行間での為替取
引契約の締結も不要とされたわけであるが，他行為替取引の場合にはあらかじ
め為替事務処理方法や資金の決済方法などについて定めておくことが必要であ
り（現在でも外国為替取引については個別に銀行間で契約を締結している），
この契約の締結（実際には基本契約と取扱店毎の特約事項を定めた追加契約な
どがある）が大きな事務負担となっていた。一方，銀行間の為替通知の送達手
段として加入電信（テレックス）の利用による合理化がされるに伴い都市銀行
相互間，都市銀行と一部の地方銀行の間で「電信当座口振込」について，銀行
間で為替取引の基本契約を締結すればその銀行の全店舗間で相互に「電信当座
口振込」を行うことができるオープンコルレス制が1962年（昭和37年）7月
ごろから順次実施されていた。
（5）　手形や小切手等の証券類の交換とは別に銀行間で受け渡すことが必要な文書を指
　定されたBOXを利用して授受する仕組み。
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　為替取引の場合には，銀行間で為替取引の内容を表す通知（振込の場合には
振込金額，受取人名，預金種目・口座番号等を記載したもので振込通知という）
の授受という隔地間の情報の伝達が不可欠である。この情報の伝達手段がかっ
ての郵便や電報，加入電信，模写伝送（テレファックス）の利用を経て，現在
はコンピュータと専用通信回線を結んだデータ通信へと移行し，大きな合理化
が図られることなった。
　このデータ通信を利用した銀行間の為替通知の授受の合理化は，先ず地方銀
行間の為替通知の発受信を行う「全国地方銀行データ通信システム」として
1968年（昭和43年）7月に発足し，その後これを基礎として，都市銀行も含
めた「全国銀行データ通信システム」（以下「全銀システム」という）が1973
年（昭和48年）4月に稼動し，その後の数次のレベルアップが行われ現在に
至っている。そして，この全銀システムの検討過程における為替事務合理化策
大綱（1971年［昭和46年］2月）では，為替種目としては，普通送金，電信
送金，普通当座口振込，電信当座口振込，国庫金振込，国庫送金，代金取立，
雑為替の全為替種目とすると記載されていたが，その後，この大綱をもとにこ
の全国銀行内国為替制度の加盟銀行間の為替取引契約の内容となる「内国為替
取扱規則」の制定作業に入ることになるのであるが，この段階で普通預金口座
への振込も取り扱うことになり，「当座口振込」は単なる「振込」となり，振
込を急ぐ場合の「電信振込」と急がない場合の「普通振込」として1972年
（昭和47年）10月に制定された同取扱規則に定められた。さらに今日にいた
るまでにこの規則は数回の改正が行われ，1988年（昭和63年）12月から「電
信振込」と「普通振込」は1本化され単なる「振込」となり，電信送金は1995
年（平成7年）12月に廃止された。
　ところで，内国為替制度を支える構成要素は①銀行間の為替取引の内容を表
す為替通知の授受，②為替取引契約の締結，③為替取引によって生じる銀行間
の資金決済，であり，銀行における為替事務の合理化は，これらがいかに合理
化されるかにあるといえる。全銀システムを中心とする全国銀行内国為替制度
はこれらすべてを解決するもので，銀行間の為替取引契約も個別に締結する必
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要はなく，制度に加盟し，関係規則を遵守することによって相互に集団的に契
約が成立することになった。
4．振込の仕組み
　前項で概説のとおり，内国為替事務の合理化が進み，今では為替取引を営む
ことが認められたすべての金融機関が全国銀行内国為替制度のメンバー（6）と
なり，全国どこでも自由に振込ができるようになった。振込取引の法律的諸問
題を検討するための参考として，全銀システムを利用した現在の振込の仕組み
を概説すると次のとおり，非常に簡易，単純な取引になっている。
仕向銀行自行
セ　ン　タ　ー
（中継コンピュータ）
（??????）
②全銀システム
　で振込通知
全銀センター
①振込通知
仕　　向　　店
???
振込依頼
現金等
④資金決済通知
日　本　銀　行
（中継コンピュータ）
（為替決済）
被仕向銀行自行
セ　ン　タ　ー
（中継コンピュータ）
（??????）
③振込通知
　受信
被　仕　向　店
③入金
依　　頼　　人
　売買取引等原因関係
図　全銀システムの仕組み
受　　取　　人
①振込依頼人から振込依頼を受けた仕向銀行（仕向店）は，その依頼内容
　にしたがって，振込依頼人が指定した被仕向銀行（被仕向店）あてに振込
（6）　全国銀行内国為替制度は発足当初は銀行と商工組合中央金庫であったが，その後
　　1979年（昭和54年）2月から当時の相互銀行（現在の第2地方銀行協会加盟銀行），
　　信用金庫，農林中央金庫等が加盟し，さらに1982年（昭和57年）から1985年
　　（昭和60年）にかけて一部の在日外国銀行が加盟した。
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　通知を発信する。
②この振込通知は全銀システムの中枢である全銀センターを通って被仕向
　銀行（被仕向店）に到着する。
③この振込通知を受信した被仕向銀行（被仕向店）は，振込通知の記載に
　従って受取人の預金口座に入金記帳する。この入金記帳により受取人は振
　込金について預金債権を取得する。
④この振込取引によって生じる銀行間の資金の決済は，振込通知が全銀セ
　ンターを通過するときに計算され，当日の午後4時過ぎに全銀センターか
　らの日本銀行への通知に基づき，各加盟銀行が日本銀行に設けてある当座
　預金の振替により行われる。
5．振込の特徴
　前述のとおり，振込は受取人の預金口座に一定金額を入金することによる送
金方法であるから，その第1の特徴は受取人が被仕向銀行に預金口座を有して
いることが前提になっていることである。この点は普通送金と異なる点である
が，この受取人の預金口座は被仕向銀行が振込通知を受信した時に存在してい
ればよく，振込依頼人と仕向銀行の間の振込委託契約の成否には関係なく，振
込通知を受信したときに受取人の預金口座がない場合には振込事務を処理でき
ないにすぎず，受取人の預金口座の存在は振込委託契約の成立の要件ではない
ことになる。第2の特徴は振込の事務処理が銀行の内部処理により完結するこ
とである。すなわち，振込依頼人は単に振込依頼をするだけで足り，受取人も
何の手続きもとる必要がないのである。このことから法律的には，後述のとお
り仕向銀行にあっては振込依頼の受付と振込通知の発信をめぐる問題として，
被仕向銀行にあっては振込金の預金口座の入金をめぐる問題として具体化する
ことになるのである。
　そして，法律的問題点を検討するうえで考慮しなければならない特徴として，
取引当事者の多数性を挙げることができる。典型的な他行振込では，当事者は
振込依頼人，仕向銀行，被仕向銀行，受取人の4者である。次に取引の仲介性，
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手段性である。伝統的な為替の定義でも述べられているように銀行は振込依頼
人と受取人の間の資金移動の仲介者として振込依頼書等によって依頼された振
込事務を依頼どおりに処理するだけであり，振込依頼人は受取人への送金手段
として銀行を利用するにすぎない。まさに銀行は資金移動の仲介者であり，振
込は資金移動のための手段であるといえる。さらに，取引の抽象性という特徴
もある。振込取引は依頼人の振込依頼によって開始されるが，振込依頼書への
記入事項や振込機への入力事項は振込事務の処理に必要な事項のみであり，振
込依頼人が振込を利用して，送金するに至った原因について銀行は全く関与し
ない仕組みになっており，その原因関係から切断された抽象的な取引である。
このことは，第2章で取り上げる誤振込や振り込め詐欺の問題を検討するうえ
で重要な論点になる。
6．振込の法律的性質
　振込は，振込依頼人が仕向銀行に振込資金と振込手数料を支払って，振込依
頼人の指定した被仕向銀行にある受取人の預金口座に振込資金を入金すること
を委託し，これを受けた仕向銀行が被仕向銀行あてに振込通知を発信し，これ
を受けた被仕向銀行がその振込通知に記載の受取人名義の預金口座に振込金
（振込依頼人が仕向銀行に交付する金銭は「振込資金」と呼ぷことにする）を
入金することを内容とするものであることから，その法的性質は委任契約であ
ると解する（厳格に法律行為の委任ではないので準委任契約である）。
　なお，かつては第三者のためにする契約であるとする説も主張されたほか，
近時は振込依頼人を保護するために請負契約的な性質を有するとする有力説も
主張されている。まず，第三者のためにする契約説（7）は振込依頼人を要約者，
仕向銀行を諾約者，受取人を受益者と解するようであるが，他行間振込の場合
には受取人が仕向銀行ではなく，被仕向銀行に対して振込金について預金債権
（7）　我妻栄「債権各論上巻・民法講義Vl」119頁，中馬義直。谷口知平編「注釈民
　法q3）」333頁，山野勲夫「当座口振込の性質」金法689号38。
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を取得することの説明ができないことや，被仕向銀行の取扱いの項において後
述する受取人から入金口座の変更の申し出があった場合，受取人が振込金の受
取りを拒否した場合などの現行実務の取扱いに変更を生じるといった問題を含
んでいる。このうち，他行間振込の問題点については，振込依頼人と仕向銀行
の間で仕向銀行を要約者，被仕向銀行を諾約者，受取人を受益者とする第三者
のためにする契約を締結する旨の委任契約が結ばれるとする説（8）もある。こ
の第三者のためにする契約説と委任説の論争は，かつて依頼人が受取人あてに
「○○銀行あてに送金したので，受取れ」といった内容の電報を発信し，この
電報送達紙を受取人が提示して支払いを受ける送金手段である電信送金（現在
は廃止されている）の法律的性質について主として判例において，この両説の
対立があり，これが振込取引の法律的性質に影響しているとも考えられるので，
必要な範囲で参考として，この電信送金に関する判例を以下に概観しておくこ
ととする。
　最初の判例は大審院大正11年9月27日判決が（民集1巻557頁）委任契約
であるとしたが，その後東京地判昭和28年9月7日（下民集4巻9号1253頁）
が第三者のためにする契約であるとして，以後の議論を招くことになった。事
案の概要は出張先のD方に滞在中のAあてに電信送金が取り組まれたが，た
またまAの不在中に電報が送達され，これを受け取ったBがY銀行に電報送
達紙を持参して支払いを受けてしまった。その後Aが自分あてに送金のあっ
たことを知り，Y銀行に対して電信送金は第三者のためにする契約であるか
ら受益の意思表示をするとして，送金額の支払いを求めた。これに対してY
銀行は委任契約であるとして仕向銀行以外の何人に対しても契約上の債務を負
担しないとして争った。この事案について判決は「支払を委託した銀行と支払
を受託した銀行との間の契約は委任契約に属することは疑いをいれないところ
である」としながら「銀行間における電信為替取引契約に基づく電信送金は，
当事者間に別段の意思表示がない限り，受託銀行が委託銀行に対して第三者で
（8）前田達明「振込」加藤一郎ほか銀行取引法講座・上312頁，313頁。
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ある受取人へ委託金員の給付をすることを約するいわゆる第三者のためにする
契約に該当すると解するのが相当である」と判示した。そして，この事案の控
訴審判決（東京高判昭和29・9・17，高裁民集7巻9号678号）も第三者のた
めにする契約の性質を有すると判示したが，その上告審である最高判（昭和
32・12・6，民集11巻13号2078頁）は「第三者のためにする契約であって，
これにより第三者たる送金受取人に直接受託銀行に対する権利を取得させる趣
旨のものであるかどうかは（中略）電信送金取引契約の内容および送金依頼人
と委託銀行の間における契約の趣旨をも考察してこれを決すべきである」とし
て，破棄差戻した。差戻しされた東京高裁は（昭和34。5・30，民集17巻1
号267頁）は第三者のための契約ではないと判示した。そこで，再度最高裁に
おいて争われることになるが（最判昭和38・2・26，民集17巻1号248頁），
ここで再び破棄差戻となり，その差戻審（東京高判昭和40・9・29，金法423
号6頁）は，「電信送金の仕向銀行と被仕向銀行との間の電信送金支払委託の
契約は，第三者である受取人に直接被仕向銀行に対する権利を取得させるもの
ではなく，単に被仕向銀行が電信送金を受取人に交付する義務を仕向銀行対し
て負う契約であるとみるのが相当である」として，第三者のためにする契約で
はないことを再度示した。そして，これが再び上告され，本事案に関する3回
目の最高裁判決は（最判昭和43・12・5，民集22巻13号2876頁，金融・商
事判例146号2頁，金法531号25頁）「電信送金契約は，特別の事情のない限
り，第三者たる送金受取人のためにする契約であるといえず，被仕向銀行は，
右契約により，仕向銀行に対する関係においては，送金受取人に送金の支払を
する義務を負うが，送金受取人本人に対する関係においては，そのような義務
を負うものではなく，単に仕向銀行の計算において送金の支払をなしうる権限
を取得することにとどまると解すべきである」と判示し，第三者のためにする
契約説が否定され，これ以降，委任説が定着することになった。なお，本件以
外にも委任説によるものとして，札幌高裁昭和33・6・7（高裁民集11巻5号
343頁）がある。
　このように「電信送金」については判例上意見の相違がみられたものの「委
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任説」に固まったわけであるが，本題の振込について「委任説」が通説⑨・判
例（1°）であるが，現在の国内における振込取引の実務も考慮すると冒頭に述べ
たとおり委任契約と解するのが，妥当である。
　なお，第三者のためにする契約説，委任説のほかに，振込依頼人保護の視点
から請負契約とする有力説が近時主張されている。この説は近年のコンピュー
タと通信回線を結んだオンラインシステムによるエレクトロニック・バンキン
グ・システムの進展に伴い，コンピュータ・システムや通信回線などの障害に
より，振込依頼人に損害が生じた場合に仕向銀行にその責任を負担させるため
の法理である。それは，現代の振込取引は全銀システムのようなコンピュータ・
システムにより処理されるようになると，関係者が被仕向銀行のほかにも全銀
システムを始めとする銀行間の電子資金移動システムの運営主体や通信回線事
業者などが存在することになると，これらの者の作為，不作為によって振込依
頼人に損害が生じた場合に，この損害について振込依頼人と直接契約関係にあ
る仕向銀行に責任を負わせることができるかが問題になるが，委任説からはこ
れらすべてについて仕向銀行に責任を負わせる法理をたてることは困難である。
　そこで，これらの場合に振込依頼人を保護するために（例えば振込遅延の原
因が通信回線事業者にあった場合に，振込依頼人がこの者を相手に損害賠償を
請求することはできない）振込依頼人と仕向銀行の契約を請負契約と考えて，
仕向銀行は被仕向銀行への振込指図の送達及び振込金の提供まで，または被仕
向銀行における受取人口座の貸方記帳の完了まで仕事の完成を約束した請負契
約であるとする説ω）である。
（9）　高橋勝好「為替・手形交換」253頁，田中誠二「新版銀行取引法・四全訂版」263
　　頁，西原寛一「金融法」217頁，後藤紀一「振込・振替の法理と支払取引」34頁，
　　49頁，吉原省三「預金口座解約後の振込金の処理・銀行取引判例百選」107頁，松
　　本貞夫「金融取引法体系」第3巻，振込62頁，69頁以下。
（10）　東京地判昭和41・4・27，金法445号8頁，東京高判昭和50・10・8，金法773
　　号32頁，名古屋高判昭和51・1・28，金法795号44頁，ほか。
（11）　岩原紳作「コンピュータを用いた金融決済と法」金融法研究創刊号，同「電子決
　　済と法」70頁，73頁，「電子資金移動とEFT」NBL　385号14頁，21頁，同「振
　　込規定試案の問題点と限界」金法1164号8頁，10頁以下。
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　この説は振込取引に関与する仕向銀行，取引によっては仲介銀行，被仕向銀
行，資金移動システムの提供者，通信回線事業者など全体を一つのネットワー
クの構成者としてとられ，このネットワーク全体の中における当該契約の役割
を考えて，振込関係等当事者の実質的な利益考量に基づき，契約上の権利・義
務の内容が契約当事者の直接の行為を超えて及ぷことや，契約当事者以外にも
法的効果が及びうることも認めるべきである（12），との考えによるものである
が，それは後述のUNCITRAL（国連国際商取引法委員会）の国際振込モデル
法などの考え方と軌を同じくするものである。
　この問題は委任説に立って考えると振込委託契約における仕向銀行の委任事
務の範囲をどこまでとみるかの問題となる。すなわち，仕向銀行の委任事務は
①振込依頼人の依頼内容にしたがって被仕向銀行あてに振込通知を発信するこ
とである，②振込通知を被仕向銀行に正確に届けることである，③被仕向銀行
が受取人の預金口座に間違えなく振込金を入金することまでである，というよ
うに3段階あるが，このいずれと解するか，ということになる。現行実務では
後述の「振込規定」の項で述べるとおり，①によっているが，③の立場にたて
ぱ請負契約説と同じ結果になる（13）。この点に関して触れた判例として，全国
銀行内国為替制度の発足以前のものであるため，C農業協同組合に預金口座を
開設予定の受取人X社あての振込依頼をY銀行に依頼したところ，右農業協
同組合とは直接為替取引契約の締結がなかったので，この振込依頼はそれぞれ
為替取引契約のあるA銀行，B県信連，　C農業協同組合へと順次取り次がれ
た。この際B県信連の取扱い錯誤によりZ社の資金として取り扱われたため
にZ社および第三者に払い渡されてしまった。そこでX社がY銀行に振込委
託契約の不履行による損害賠償請求などをした事案であるが，判例は「いわゆ
る継為替による電信振込事務の委託契約は準委任契約であて，経由金融機関が
振込依頼人によって指名されているときは，仕向銀行の処理すべき事務は直接
（12）　岩原「電子決済と法」73頁。
（13）　澤野直紀「被仕向銀行の入金処理と仕向銀行の振込依頼人に対する責任」金法
　1396号13頁。
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の被仕向銀行に対し電信振込送金することにとどまり（以下省略）」として前
記①の立場によって，仕向銀行の損害賠償責任を否定している（東京高裁昭和
62・10・28，金法1187号32頁）。
7．振込取引の当事者の法律関係
　最も典型的な振込取引の当事者は，振込依頼人，仕向銀行，被仕向銀行，受
取人の4者であり，このような多数当事者の法律関係を1個の契約とする法律
の定めはない。そこで，2当事者間の法律関係として論じるのが一般的である。
これによれば，2当事者間の法律関係として意味を有するのは，①振込依頼人
と仕向銀行，②仕向銀行と被仕向銀行，③被仕向銀行と受取人，の3組の法律
関係である。
　（1）振込依頼人と仕向銀行の関係
　この両者の関係は，振込依頼人がその指定する受取人名義の預金口座に一定
金額を入金することを委託し，これを仕向銀行が承諾することにより，両者間
に振込委託契約が成立することから，その法律関係は委任契約ないし準委任契
約であると解する㈹。この結果，契約成立の効果として仕向銀行は委任事務
を処理するにつき必要な費用（民法649条，商法512条の委任事務処理費用の
前払請求権）として振込資金と振込手数料を請求できることになる。また，委
任契約の受任者として振込依頼人に対して善良なる管理者として振込事務を処
理する義務を負うことになる。具体的には振込依頼の内容にしたがい，被仕向
銀行に振込通知を発信することである。
（2）仕向銀行と被仕向銀行の関係
前述のとおり，他行振込では，仕向銀行は被仕向銀行あてに振込通知を発信
して受取人の預金口座への振込金の入金を依頼する。この場合，仕向銀行がい
（14）　前掲松本「体系」71頁，名古屋高判昭和51・1・28，金法795号44頁，岡山地
　裁平成5・8・27，金法1371号83頁，ほか。
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きなり被仕向銀行あてに振込通知を発信しても被仕向銀行にこれを受領して，
受取人の預金口座に振込金を入金する義務を負わせることはできない。そこで，
両銀行間であらかじめ契約を締結しておくことが必要になる。これが為替取引
契約である。全国銀行内国為替制度では，為替取引に関する加盟銀行における
権利・義務や事務取扱いを定めた内国為替取扱規則を制定して，これを承認す
ることにより加盟銀行間に為替取引契約が成立するといういわば集団的な契約
締結方式によって同契約を締結したことにしている。この契約をもとに被仕向
銀行は受信した振込通知にしたがって指定された受取人の預金口座に振込金を
入金することになるが，この義務は振込通知を受信して，そこに記載の受取人
の預金口座の存在を確認した時に生じ，指定口座が存在しないときは，入金不
能として処理することになる。このようなことから，この両銀行の間には内国
為替取扱規則を内容とする法律関係が存在することになるが，その内容は委任
契約を中心とした法律関係にあるといえる。この考え方は前述の振込取引の法
的性質を委任契約と解する通説の立場によるものであるが，この場合，振込依
頼人と仕向銀行の間に委任関係とは別個独立の銀行間の委任契約であるという
ことになる。この考え方は独立契約説ないしは独立委任説といわれているが，
仕向銀行と被仕向銀行の間の法律関係を中心として，これをどのように考える
かについては，この独立契約説のほかに復委任説，履行補助者説，請負説，加
盟銀行自治規範説などがあるとされている㈹。このうち，復委任説は振込委
託を委任契約であるとしたうえで，仕向銀行が振込依頼人の指名にしたがって
被仕向銀行に振込事務の処理を復委任する関係とみて，被仕向銀行は依頼人に
（15）　鈴木正和「誤振込による預金債権の成否とその責任」（下）手形研究497号22頁
　　では，①独立委任説，②共同代理人説（履行補助者説と同一），③復代理説（復委
　　任説と同一），④被仕向銀行委任契約説，⑤加盟銀行自治規範説を挙げている。
　　　山本敬三「振込委託契約と仕向銀行の貴任」（中田裕康・道垣内弘人編，「金融取
　　引と民法法理」205頁以下では，①復委任説，②履行補助者説③独立契約説，④
　　請負契約説，⑤損害担保契約説を挙げている。なお，④の請負契約説については，
　　振込指図請負説と入金指図請負説にさらに分けているが，前者は仕向銀行の委任事
　　務の範囲を振込通知を被仕向銀行に届けるまでとする考えを根拠にするもので，後
　　者は受取人の預金口座に振込金を入金するまでとする考えを根拠にする説といえる。
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対して復委任の関係にあるとする説⑯である。この説では復代理に関する民
法104条，105条を類推適用ずることになる。まず，民法105条により，委任
による代理人は，本人の許諾を得たとき，又はやむを得ない事由があるときは，
復代理人を選任することができ，これにより復代理人を選任したときは同105
条1項により，その選任及び監督について，本人に対して責任を負うことにな
るが，同条2項により本人の指名に従って復代理人を選任しているときは，復
代理人が不適任又は不誠実であることを知りながらその旨を本人に通知し又は
復代理人を解任することを怠たった場合以外は責任を負わないことになる。そ
こで，振込取引にこれを当てはめると復代理人とされる被仕向銀行は振込依頼
人が指定しており，しかも被仕向銀行が不適任等であることはないので，仕向
銀行がこれにより責任を負うことはないこととなる。この説による判例として
は，アメリカにおいて特許出願をするためにその地の弁護士に手続きを依頼す
るための手数料を海外送金するにつき，被仕向銀行を仕向銀行が指定した数行
の中から送金依頼人が指定して，送金をしたところ被仕向銀行の過誤で受取人
への入金通知がなされずに特許出願手続が解約され，損害を受けた送金依頼人
が仕向銀行に慰謝料請求等をした事案がある。この事案の判決要旨は「外国へ
の送金委託契約がされた場合，送金依頼人とその委託を受けた仕向銀行との関
係，仕向銀行とその送金委託契約の基づく被仕向銀行との関係は，それぞれ別
個の委任契約であり，送金依頼人と被仕向銀行の間には直接の契約関係はなく，
復委任の関係にあり，民法105条の規定を類推適用すべきである。外国への送
金依頼人が送金の委託を受けた仕向銀行の指定した数行中から被仕向銀行を選
定した場合においては，仕向銀行が送金依頼人との約束に基づき被仕向銀行に
対し受取人に入金通知をしなかったため，送金依頼人が損害を被ったとしても，
仕向銀行は送金依頼人に対し右損害の賠償責任を負わない」とした（東京地判
（16）　吉原省三「口座振込と銀行の責任」金法689号43頁。
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昭59・2・14，金法1066号36頁）。同様に国内振込についても「継為替（’7）に
よる振込送金にあたり，経由金融機関の過失により振込依頼人に損害が生じた
場合でも，右経由金融機関が委任者である振込依頼人が指名した復受任者であ
るときは，民法105条2項の類推適用により，仕向銀行が復受任者の不適任ま
たは不誠実なことを知ってこれを委任者に通知し，またはこれを解任すること
を怠ったことを委任者において立証しない限り，仕向銀行は損害賠償義務を負
担しない」（東京高裁昭62・10・28，金法1187号32頁）とした判例がある。
　次に，「履行補助者」説は次の判例によるもので「仕向銀行は，被仕向銀行
と共同し，またはこれを履行補助者として，振込依頼人との間で委任契約を締
結した」とする説である。
　判例の事案は，XはY銀行に対してA銀行B支店の受取人「白川寅雄」名
義の預金口座に昭和58年8月と10月の2度にわたり振込依頼をしたが，いず
れも受取人口座の口座番号の記載はなかった。この振込依頼を受けたY銀行
はそのまま直ちにA銀行B支店に対して振込通知を送信した。これを受けた
B支店においては1回目の振込分については，右受取人名義の預金口座がなかっ
たのに，Y銀行に照会することなく，白川にどの口座に入金すればよいのか
を照会し，その指示にしたがい「筑豊鉱業株式会社代表取締役白川寅雄」名義
の預金口座に入金した。2回目の振込分についても「白川寅雄」名義の預金口
座がなかったので，B支店の担当者（1回目の担当者と異なる）は，翌日にY
銀行を通じてXに照会してもらい，口座番号「21041」と指定された。しかし，
それに該当する預金口座がなかったので，再度Y銀行を通じてXに照会した
ところ，Y銀行から「石炭採掘事業団代表者白川寅雄」名義の預金口座（口
座番号21041）と指示されたが，これに該当する預金口座もなかった。やむを
得ず受取人の白川にその旨を連絡したところ，「口座番号21041，全九州鉱業
（17）　全国銀行内国為替制度の発足前は，銀行間での為替取引契約の締結がない金融機
　　関あての振込をする場合には，順次この契約の締結のある金融機関を経由して振込
　通知が送信される取扱いのこと。例えばC農業協同組合に預金口座を有する者あ
　　ての振込をする場合に振込依頼人が依頼したY銀行からA相互銀行，B信用農協
　　同組合連合会を経由してC農業協同組合に振込通知が届くというようなもの。
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被害者組合組合長白川寅雄」名義の当座預金に入金するよう指示されたので，
本件振込金を入金していた別段預金から右口座に振替入金した。そこで，X
がY銀行に対して再三にわたり，右送金契約の違反であるから契約の本旨に
従い履行するように求あたがY銀行がこれに応じないので，送金契約を解除
するとともに振込資金の返還を請求した。この事案で本判決は1度目の振込に
ついては個人ではなくて別人の法人の預金口座に入金したのであるから，送金
契約の本旨に従った履行とはいえず，Xからの解除による原状回復として，　Y
銀行はXに返還する義務があるとし，2回目の振込については組合は法的に
は個人と同一に評価できるから，送金契約の本旨に従った履行がされたと認め
られると判断した。このうち，Y銀行にXへの返還義務を認めた1回目の振
込分の返還義務について「振込送金において，被仕向銀行が，指定された受取
人名義の預金口座が存在しないため受取人の指示に従って別人の預金口座に入
金処理しても，受取人は送金先の指定，変更の権限を有するものではないから
送金委任契約の本旨に従った履行とはいえず，仕向銀行は被仕向銀行と共同し
またはこれを履行補助者としたものとして，振込送金依頼人に対して債務不履
行の責任を負わなければならない」としたことから「履行補充者説」といわれ
ることになった（高松高判平成元・10・18，金法1258号64頁）。
　この判決については，Y銀行の責任を問うのであれば，　Y銀行の受任事務
の処理と誤振込の結果との間にも相当因果関係がなければならないはずである。
また，A銀行（被仕向銀行）をY銀行の履行補助者とみてA銀行B支店の過
失をX（振込依頼人）との関係でY銀行（受任者）に帰せしめることは，振
込の仕向・被仕向銀行間の法律関係を振込依頼人と仕向銀行とは別個の復委任
とみる裁判例（東京高判昭和59・2・14，金法1066号36頁）や長年にわたり
構築された実務の理解ともかけ離れたものであるという批判くls）があるほか，
（18）石井真司「振込依頼人の不正確な受取人名記載による誤振込と仕向銀行の責任」
　金法1306号3頁。
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反対する説がある（19）。なお，本判決では，振込送金依頼を受任した金融機関
は，指定された受取人名義の預金口座が存在しない場合，振込人にその旨を告
げて指定の補充ないし変更を受けたうえ，送金手続をすべきであり，それでも
なお指定の預金口座が存在しない場合，送金先記載の文言の趣旨，口座番号な
どから送金先に関する振込人の意思を解釈し，送金先を特定できるときにはそ
れに従って履行すべきであるが，それでも特定ができないときは履行が不能で
あるとして送金契約を解消し，振込人に預かった金員を返還すべきものである，
としているが，この判断は内国為替取扱規則の定めおよび預金口座解約後の口
座宛の振込を被仕向銀行が受取人に現金にて支払ってしまったために振込依頼
人からの損害賠償責任を認めた判決で「振込金の処理を留保し，直接または仕
向銀行を介して振込人に強制解約の事実を通知し，これが回答を待ってその後
の手続をすべき義務を有する」とした部分（東京地判昭和41・4・27，金法
445号8頁），送金小切手の受取人が支払呈示した小切手に記載の取組番号と
被仕向銀行が仕向銀行から受信した送金案内に記載の取組番号が相違していた
ために，小切手の支払いを拒絶した被仕向銀行の手続きを正当であるとした判
決で「本件のように番号相違が存するときは被仕向銀行は小切手の支払いを留
保し，その相違点について仕向銀行に照会することは為替取引上の慣行に準拠
してなされたものであって，小切手所持人はこれを受忍すべきものである」と
した部分（大阪高判昭40・6・26，金法416号8頁）の判旨と同一の判断であ
り，この部分は是認できる。なぜならば，銀行間の取扱いを定めた内国為替取
扱規則では，名義人相違，取引なしなどのため振込金の入金ができない場合に
は，直ちに仕向店に照会のうえ，仕向店からの組戻依頼または電文の取消，訂
正依頼によって処理する旨が定められているからである。
　仕向銀行の責任を被仕向銀行と共同または履行補充者とする点については次
（19）　松本貞夫「振込取引における仕向銀行と被仕向銀行との関係」金法1272号12頁，
　　後藤紀一「振込取引をめぐる最近の判例と問題点」金法1269号12頁，川村正幸
　　「金融機関が送金委託の趣旨に反する送金をしたことにつき債務不履行責任が認め
　　られた事例」『金融商事判例』848号40頁。
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の理由から賛成できない。まず，いかなる理由により仕向銀行が，被仕向銀行
と共同し，またはこれを履行補助者として振込委託契約上の責任として振込依
頼人に対して負うことにあるかについての理論上の説明が十分なされていない。
仮に本判決のいう共同しての意味を二人以上の者が共に法律行為等をすること
と解したとしても，振込取引では振込依頼を受けた仕向銀行は単独で自己の名
において被仕向銀行宛に振込通知を発信し，この振込通知を受信した被仕向銀
行も振込通知に記載された内容に従い，自己の債務の履行として振込事務を処
理するのであって，両者間には共同で振込事務を処理する意思も認識はまった
く存在しない。また，履行補助者とみることについても，履行補助者とは，債
務者が債務を履行するために自らの意思により使用するものであり，この場合
に債務者がその者に対する選任，監督等干渉可能性を有していることを要件と
するのが通説⑳である。このことを振込取引における仕向銀行（債務者）と
被仕向銀行の関係に当てはめてみると，履行補助者としての要件を欠くことに
なる。すなわち，①債務者の意思にも基づき被仕向銀行が使用されていない，
②債務者たる仕向銀行は被仕向銀行について選任，監督等の干渉可能性は有し
ていない，③債務者が自己の債務を履行するために被仕向銀行を使用している
わけではない。そもそも振込取引では振込事務処理に必要な被仕向銀行，被仕
向店，受取人名，預金種目・口座番号，振込金額はすべて振込依頼人が指定す
るのであって，仕向銀行はこの依頼内容に従って振込通知を発信するだけであ
る（21）。なお，この事例はY銀行敗訴の部分が上告され，Y銀行は履行すべき
義務を尽くしたものというべきである，としてY銀行敗訴の部分が破棄され，
Y銀行の申立が認容された（最判平成6・1・20，金法1383号37頁）。
　次に「加盟銀行自治規範説」について触れることにする。この説は全国銀行
内国為替制度の発足以前にあっては（個別コルレス契約の時代）仕向銀行と被
仕向銀行との関係は委任説が妥当であるとするが，この制度発足後は同制度の
（20）　奥田昌道編集・北川善太郎「注釈民法qo｝H」418頁，419頁。
（21）　振込規定4条1項では「振込契約が成立したときは，当行では，依頼内容にもと
　ついて，振込先の金融機関あてに振込通知を発信する」旨を定めている。
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加盟銀行間の為替取引上の義務は内国為替運営機構（22）に向けられており，委
任契約法理は適用の余地はないと解するものである。
　この説では全銀内国為替制度では加盟各銀行は内国為替運営機構に加盟し，
「内国為替運営規約」を基本的規約として「内国為替取扱規則」，「全銀システ
ム利用規則」などの完全な私的自治法規によって支配される為替取引社団の構
成員同士の関係であって，「構成員の権利，義務，制裁金，危険負担等」は社
団規約等によって規制され，各加盟銀行は委任契約における委任者，受任者の
立場とは異なる独立の（委任契約に拘束されない）社団構成員としての立場に
立っている，と説明する㈱。興味深いところがあるが，内国為替運営機構は
為替取引の当事者ではなく，加盟銀行は個々の具体的な為替取引について同機
構に対して義務を負うという論理は成りたたないと考える。また，「内国為替
取扱規則」は確かに加盟銀行間の内国為替取引に関する具体的な事務手続を定
めたものであるが，それは前述のとおり為替取引契約の内容を規則化したもの
であり，その契約は委任契約の法的性質を有しており，加盟銀行の内国為替運
営機構に向けられた権利義務関係として規定されていない。その他の関係規則
についても為替取引の依頼人や受取人に関する事項は当然のことながら何も定
めていない。同じ自治規範である「手形交換規則」が手形の権利者や支払義務
者は適用対象外であり，これらの権利者等との関係については，手形法，小切
手法，当座勘定規定によって規律されるのと同様に為替取引についても私法上
の契約理論や責任理論によって解釈すべきもの考える。
　③　被仕向銀行と受取人の関係
　被仕向銀行と受取人の間の法律関係は，預金契約上の関係である。すなわち，
当座勘定規定や普通預金規定で為替による振込金も預金に受け入れる旨の規定
（22）　全国銀行内国為替制度の運営主体として㈱東京銀行協会の定款により設置された
　組織で法人格はない。
（23）　大西武士「全銀内為制度における振込の法的性質」『手形研究』444号8頁，同
　「金融法務ノート・振込送金の法律関係」330頁。
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により，被仕向銀行が受取人の預金元帳に入金記帳することにより，受取人は
振込金について預金債権を取得する。
　この場合，個々の振込について受取人との間で特別の行為をすることなく，
被仕向銀行の一方的な入金記帳により受取人の預金となる。これはあらかじめ
両者間で締結されている預金契約に基づくものである。振込委託契約は振込依
頼人と仕向銀行の間の契約（委任契約）であり，被仕向銀行と受取人の間には
振込契約上は直接の法律関係はないということになる。このことは振込依頼人
と仕向銀行，仕向銀行と被仕向銀行のそれぞれの間において受取人との関係に
ついて何らの定めをしていないことからも伺うことができる。被仕向銀行が振
込通知の記載に基づいて受取人の預金口座に振込金を入金する義務は，為替取
引契約上の仕向銀行に対する義務と受取人に対する預金契約上Q義務の両面が
あり，受取人との関係では，預金契約上の関係のみで振込契約上は直接，法律
関係はないということになる。もっとも，振込取引の法律的性質を第三者のた
めにする契約であるとする立場によれば，受取人は被仕向銀行に対して受益の
意思表示をすることにより直接振込金の支払請求権を取得すると解することに
なる（民法537条2項）。この場合，受益の意思表示は必ずしもそのつど行う
必要はなく，あらかじめ行うことが可能であると解されるから，預金規定の振
込入金の定めから預金契約によりそれがなされているとみる（24）ことも可能で
ある。受益の意思表示についてこのように解すること自体は格別問題はないと
考えるが，振込は受取人の預金口座に振込金を入金することを前提とした送金
方法である点にその本質があり，それは受益の意思表示の有無に関係なく，被
仕向銀行は仕向銀行との関係からも振込通知を受信したときは遅滞なく振込金
を受取人の預金口座に入金する義務を負っていることから委任説により，預金
契約上の関係と解することで十分と考える。また，第三者のためにする契約で
あるとすると預金口座が解約されてない場合でも，受取人から受益の意思表示
があると受取人は振込金の支払請求権を取得することになるが，これでは振込
（24）山野勲夫「当座口振込の性質」金法689号38頁。
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ではなくなってしまうといえよう。さらに，受取人の受領拒否も可能になって
しまう。
8．仕向銀行および被仕向銀行の義務と責任
　通説・判例である委任契約説によって仕向銀行と被仕向銀行の義務と責任に
ついてみることにする。
　（1）仕向銀行の義務と責任
　前述のとおり，振込取引の仕向銀行は振込依頼人との関係では委任契約の受
任者の立場にあることから，委任の本旨に従い善良なる管理者の注意をもって
振込事務を処理する義務を振込依頼人に対して負うことになる（民法644条）。
この場合，委任の本旨とは振込依頼人から委託された振込事務の目的達成に必
要な処理をすることであるが，その具体的な内容は振込依頼人が振込依頼書や
振込機によって依頼した内容に従って振込通知を仕向銀行あてに発信すること
である。請負説からは振込通知を間違いなく被仕向銀行に届けるとか，被仕向
銀行が間違いなく受取人の預金口座に振込金を入金するとか，いうことになる
のであるが，仕向銀行として自己の支配管理領域内でできることをすれば足り
るというべきであり，正確に被仕向銀行に振込通知を発信する義務を負うとい
うことになる。この結果，振込通知の発信につき仕向銀行の義務違反があり，
振込依頼人に損害を与えた場合には債務不履行の責任を負うことになり（民法
415条），受取人に損害を与えた場合には不法行為責任を負うこともある（民
法715条）。よって，仕向銀行の故意または過失により振込通知の発信につい
て内容を誤って発信（誤発信）したり，所定の時期に発信しなかったり（発信
遅延），発信を失念（発信もれ）したりして，振込依頼人に損害を与えた場合
に振込委任契約の債務不履行責任を負うことになる。なお，この場合，責任の
範囲については例えば振込が目的を達成しなかったために振込の原因になった
原因関係上の取引が解除されて振込依頼人が損害を被ったとしたときに，どの
範囲の損害を賠償すれば足りるかということが問題になる。債務不履行による
一23　一
法科大学院論集　第3号
損害賠償の範囲については民法416条1項で「通常損害」を同2項で「特別損
害」を定めているが，「特別損害」については，振込取引が前述のとおり資金
移動の原因から切断された抽象的な取引であることから，仕向銀行において予
見し，又は予見することができることは，通常はなくここまで責任を負うこと
はないといえる。
　裁判例をみると，①担保流れ品を購入するための手付金の振込において，受
取人の預金口座への入金が遅延したためにその契約が解除された事案で，銀行
の振込遅延の責任は認めたものの，契約解除によって生じた特別損害について
は「銀行において予見し，または予見すべきであったと期待することは困難で
あるとしてこれを否定した判例がある（東京地判昭47・6・29，金法660号26
頁）。また，信用金庫の職員が為替システムへの入力を失念したために振込遅
延となり，当該振込金は株式投機の資金であったことから振込依頼人からその
遅延によって生じた損害賠償を求めた事案で，信用金庫には送金目的が知らさ
れていなかったことから特別損害を否定した判例もある（東京地判平成9・9・
10，金融商事判例1043号49頁）。一方，銀行に特別損害の責任を認めた数少
ない例として海外送金の事案がある。それは毎月外国の船会社に傭船料を送金
していたところ，12回目の送金に際して銀行が送金人名を誤記したために傭
船料の支払遅延となり，傭船契約が解除されてしまい，これによって生じた損
害賠償請求訴訟において「送金人の名称に誤りがあると受取人をして送金の趣
旨の判断を誤らせ，船主に対する傭船料の弁済期を徒過させて傭船契約の解除
を招くおそれがあることを少なくても知り得べきである」とした判例（東京地
判昭51・1・26，金法794号30頁）がある。
　②　被仕向銀行の義務と責任
　被仕向銀行が振込取引上負う義務には，仕向銀行に対する義務と受取人に対
する義務がある。
　A．仕向銀行に対する義務
　前述のとおり，被仕向銀行は仕向銀行に対しては委任契約の受任者として，
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内国為替取扱規則の定めを内容とする義務を負っていることになる。この主た
る内容は，受信した振込通知に記載された受取人名義の預金口座に正確に振込
金を入金することであるが，受任者として善良なる管理者としての注意義務を
負っているので，振込通知の記載内容に不備があるなど振込金の入金処理がで
きないときは，仕向銀行に照会して，委任者からの回答，指示に従って振込事
務を処理するという注意義務を負う。
　B．受取人に対する義務
　前述のとおり，受取人と被仕向銀行の間には預金契約上の当事者関係があり，
預金規定により為替による振込金の預金口座への入金を約束しているので，振
込通知を受信したときは遅滞なく受取人名義の預金口座に振込金を入金する義
務を受取人に対して負う。
　C．被仕向銀行の責任
　被仕向銀行は，振込通知の受信後に故意または過失により受取人の預金口座
への振込金の入金を失念したり，遅延したり，さらには別人の預金口座に入金
したりして，仕向銀行や受取人に損害を与えた場合には，その損害を賠償する
責任を負う。この責任はそれぞれの契約における債務不履行責任である。なお，
右により振込依頼人に損害を与えた場合には不法行為責任を負うこともある。
9．振込金の入金をめぐる問題
　振込金の入金をめぐる問題のうち，誤入金，誤振込については第2章で取り
上げるので，ここでは，それ以外の問題を取り上げることとする。被仕向銀行
の振込事務の基本は，受信した振込通知に記載された受取人名義の預金口座に
振込金を入金することである。したがって，①受取人とされた者から入金口座
の指定，変更の申し出があってこれに従うこと，②振込金を入金する預金口座
がない場合に，振込金で預金口座を新規に開設したり，振込金を現金等で受取
人に支払ったりすることは，いずれも仕向銀行に対する受任義務違反となり，
委任の本旨に従った事務処理といえない。関係判例としては前述の解約後口座
への振込について別段預金へ入金した後に受取人に現金で支払ったために振込
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依頼人からの損害賠償請求で銀行が敗訴した事案がある（東京地判昭41・4・
27，金法445号8頁）。また，振込依頼人が依頼した振込の内容は，「受取人名
㈱東亜システム，普通預金・口座番号1429166」と「受取人名㈱アド・オン，
普通預金・口座番号1436812」であったが，被仕向銀行が振込金を入金した口
座は，振込依頼と同一の預金種目・口座番号の「東亜システム黒石信一」と
「アド・オン・岩田仁」の口座であった。この事案で裁判所は，振込通知に記
載の現実に開設されている預金口座とを対比検討し，両口座が共通しているこ
と，振込通知に記載の法人名を含む名義人の普通預金口座がほかに存在してい
なかったことから被仕向銀行が仕向銀行に照会することなく入金処理しても被
仕向銀行に債務不履行等の責任はないとして振込依頼人の被仕向銀行に対する
請求（債務不履行ないし不法行為による損害賠償請求）を棄却した事案もある
（東京地判平成5・7・29，金融商事判例932号20頁）。この判決は法人あての
振込で当該預金口座がないにもかかわらず仕向銀行に照会することなく，個人
名義の預金口座に入金していることは問題がなくはないが，受取人に騙された
（振込め詐欺ではない）振込依頼人がその損害の賠償請求をすべき相手方では
ない被仕向銀行に請求していることを考慮したものと思われる。
10．振込金の預金としての成立時期
　（1）通常の振込（当日扱いの振込）
　振込通知にもとづき振込金が預金債権として成立する時期については，被仕
向銀行が受取人名義の預金口座に振込金を入金記帳した時点であると解するの
が通説である（25）。また，誤振込に関する判例として詳細は第2章で説明する
が，「被仕向銀行と受取人の関係は両者間の普通預金に関する約款（普通預金
規定）によりあらかじめ包括的に，被仕向銀行が現金，手形・小切手その他為
替による振込金等の受入を承諾し，受入れの都度，当該振込金を受取人のため
（25）　田中誠二「新版銀行取引法」264頁，松本前掲，「金融取引法体系」73頁，中馬
　義直「預金契約」注釈民法03）41頁，前掲鈴木正和「誤振込による預金債権の成否
　　とその責任」（下）23頁ほか。
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に，その預金口座に入金し，かつ受取人もこの入金の受入れを承諾して，預金
債権を成立させる意思表示をしているものであることが認められる。右契約は
委任契約と消費寄託契約の複合契約のであるということができる」としており，
（名古屋高裁昭51・1・28，金法795号44頁）。また，同様に誤振込に関する
平成8年判決の原審判決（東京高判平成3・ll・28，金法1308号31頁）も
「振込金について銀行が受取人の預金口座に入金することにより，受取人の預
金債権が成立するのは，受取人と銀行との間で締結されている預金取引契約に
基づくものである」としている。このように消費寄託契約（預金契約としても
同様）という視点からみると要物性（民法657条）との関係が問題になる。こ
の点については，振込の場合は金銭の交付に代えて被仕向銀行が仕向銀行に対
して振込代り金返還請求権（委任事務処理費用の償還に相当する。民法650条）
を取得することによって満たされるとする説（26），顧客利便向上のため，為替
資金決済による預入資金の受領を後に受入れることを前提として，被仕向銀行
が預金の前払いをしているにすぎないと解釈すれば足りるとする説（27），仕向
銀行と被仕向銀行の銀行間の資金決済前に入金記帳がなされる場合には要物性
からは停止条件付消費寄託とみるべきであるとして銀行間の資金決済時に預金
債権が成立するという説㈱もある。思うに，他行振込の場合には確かに被仕
向銀行が受取人の預金口座には振込金を入金記帳した時点では銀行間の資金決
済は完了していないので，被仕向銀行が資金を受け取っていないにもかかわら
ず預金が成立するというのは要物性を満たしていないことなる。この点につい
ては銀行間の資金決済時刻（現在の全銀システム下では平常時で午後4時30
分頃）より前に振込金を受取人は預金として引き降ろすことが可能であること
を考えると，銀行間の決済を停止条件とする消費寄託契約とみることは右の取
扱いを説明できないことから妥当性を欠くことになる。全国銀行内国為替制度
のもとでは加盟銀行に支払不能等が発生し，為替金の決済ができなくなること
（26）前記注（25）の鈴木，23頁。
（27）　菅原胞治「振込取引と原因関係」金法1358号42頁。
（28）前田達明「振込」加藤一郎・林良平・河本一郎編「銀行取引法講座』（上）。
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によって生じるリスク（決済リスク）を防止するたあに仕向超過額管理制
度（29）や担保差入れと保証行責任制度㈹，流動性供給制度（3Dを確保して，決済
のファイナリティーを確保している。そこで，この要物性については被向銀行
は間違いなく仕向銀行から振込代り金を受領できる仕組みがとられていること
から満たされていると説明できると考える。なお，消費寄託契約と解さないで，
受取人が預金債権を取得するのは，受取人と被仕向銀行の間の契約には，被仕
向銀行が振込金を受取人の預金口座に入金記帳することによって抽象的債務を
負担する約束が含まれており，受取人の預金債権を取得する根拠は，この抽象
的債務負担約束に基づいて「自ら債務を負担する行為（入金記帳）をしたこと
に求め，預金債権の成立自体は被仕向銀行による振込金の取得と関係せず，要
物性の充足も不要とする見解がある（32）。この説は被仕向銀行が受取人に預金
債権を負うのは，単なる事実行為をした結果ではなく，債務負担の法律行為を
した結果にほかならない。したがって，被仕向銀行は，受取人に対してこのよ
うな法律行為をすることの委託を受けているとみたほうが素直な解釈であって，
準委任ではなく委任とみたほうがよい，とするもので，振込入金は，受取人自
身が資金を預けたわけではなく，消費寄託契約だとすると要物性が問題になり，
被仕向銀行が資金を受けとるまでは入金記帳しても預金は成立しないことなる
が，現実のテレ為替では入金記帳をもって預金の成立とみている。そして，預
金が成立するかどうかということと，資金解放時期は別に考えるべきで問題で
あると指摘している（33）。指摘のとおり，預金の成立時期と資金解放時期は異
（29）　日々の取引において他の金融機関に支払うべき金額から自行が受取るべき金額を
　　差し引いた金額（仕向超過額）を一定限度に抑えることによって，不払金額が大き
　　くなることを防止する制度。
（30）　仕向超過額管理制度により各銀行が自己申告した仕向超過限度額に見合う担保を
　　提供するか，この担保の一部を資力のある他の銀行から保証の供与を受ける制度。
（31）　担保差入と保証行責任方式だけでは，万一不払いが発生した際に担保処分などで
　　は緊急事態に対応できないので，迅速に決済を完了させるために，資金提供する銀
　　行をあらかじめ決めておいて，この銀行（流動性供給銀行）が立て替えて決済する
　　制度。
（32）　後藤前掲「法理」62～64頁。
（33）　後藤紀一「振込取引をめぐる最近の判例」16，17頁。
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なり，別に判断すべき問題であるが，この両時期が異なるのは，他店支払の手
形や小切手を預金に受け入れた場合であって，振込の場合には入金記帳に預金
として成立すると同時に引出しも可能となり，すなわち，資金解放も同時にさ
れるということであろう。
　②　先日付振込による預金の成立時期
　先日付振込とは，取扱量の多い繁忙日における振込事務の平準化を図るため
に導入された取扱方式で，銀行間で授受される振込通知を受取人の預金口座に
振込金を入金記帳する日（振込指定日という）よりも前の日（前営業日から5
営業日の間）に振込通知を発信する方式である。この平準化は，企業等一時に
大量の振込を行う取引先から振込依頼を事前に受け付けることによって，当該
企業等および仕向銀行の振込事務の平準化を図るほか，仕向銀行から被仕向銀
行あての振込通知も取扱量の少ない日に事前に発信することによりシステム負
荷の軽減化を図り，さらに被仕向銀行における振込金の受取人口座への入金事
務の平準化が図られるといった役割を果たしている。この先日付振込では，振
込指定日前に振込通知が発信されるが，仕向銀行が振込依頼人から振込資金を
徴収するのは（多くの場合は預金口座からの引落し）振込指定日であり，受取
人の預金口座に入金記帳するのも振込指定日付けであり，この点は一般の振込
と異なるものはない。
　この先日付振込における預金の成立の時期が入金記帳との関係で問題になっ
た事案がある。その1は大阪地判昭55・9・30（金融商事判例944号35頁）
である。事案の概要は，Y銀行甲支店と乙支店はそれぞれB社とC社から被
仕向店を同行丙支店∫受取人をA社とする先日付振込により振込依頼を受け
付けた。そこで，振込事務を集中的に取り扱っている交換センターに連絡して
振込指定日に振込がなされるように手配した。その後，振込指定日の前日に振
込依頼人の依頼によって組戻しをすることになった。そこで，この依頼を受け
た丙支店では，事務処理の都合上，当座勘定元帳に振込指定日に入金と出金と
があったように記帳された。その後，A社が倒産し，同社の破産管財人に選
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任されたXがY銀行に対して，預金の払戻請求訴訟を提起した，Xは「預金
債権の発生の有無及びその時期は，画一的に明確でなければならず，被告の当
座勘定規定4条では，これを当座勘定規定に入金記帳された時点と定めている
から，入金記帳がなされた以上，その時点でA社の預金債権は発生しており，
それ以降は仕向店や振込依頼人の依頼のみによって組戻しをすることはできな
いと主張した。これに対して判決は「振込の意思表示が発行する振込指定日よ
り前の日に右意思表示を撤回する組戻しの意思表示が被仕向店である丙支店に
到達しているのであるから，振込の法的性質をどのように解するにせよ，振込
の意思表示は効力を生じる由なく，（中略）当座勘定元帳は，有価証券のよう
に文言証券性を有するものではなく，単なる商業帳簿にすぎないから，先日付
振込の組戻しによって真実入金がない場合には，たとえ当座勘定元帳に入金記
帳がなされたとしても，それによって預金債権が成立することはない」とした。
　なお，この事案ではほかに先日付振込ではない通常の振込分もあり，これに
ついては被仕向店において当座勘定元帳に入金記帳後の組戻しであったことか
ら，入金記帳がなされた時点ですでに成立しているので，その後は振込依頼人
と被仕向銀行の合意のみによって振込を取消すことはできないのは当然である
としていている。この判決は基本的には当座勘定元帳への入金記帳により振込
金は預金としての成立するとの立場に立ちつつ，振込指定日前に組戻しがあっ
たことから，先日付振込の場合には振込指定日前はたとえ入金記帳があっても
預金は成立しないとしており，妥当な結論であると思う。その2は，東京地判
平成5・3・5（金法1379号42頁）である。事案の概要は，仕向銀行のX銀
行は振込依頼人の訴外Aから被仕向銀行をB信用金庫の受取人Y名義の預金
口座あての振込依頼を磁気テープにより他の振込分と一括して受け付けて，先
日付振込によってB信用金庫あてに振込通知を発信した。この振込通知を受
信したB信用金庫は振込指定日にYの預金口座に入金記帳した。その後，右
の振込通知はX銀行がAから振込依頼の撤回を受けていたにもかかわらず，
これを失念して，誤発信してしまったものであったため，X銀行はB信用金
庫に誤振込であるとして，振込金の返還を振込指定日の午前10時過ぎに請求
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したが，返還を受けられなかった。そこで，X銀行がYに対して不当利得の
返還請求をして，これが認められた事案である。この判決もYの預金口座に
入金記帳したことによって振込金について預金が成立していることを前提に
X銀行からのYへの不当利得を認めているといえる。なお，この事案では誤
振込（誤振込については第2章で取り上げる）による預金の受取りが，法律上
原因のないものであるか否かについて判断するとともに，振込依頼人と仕向銀
行の法律関係について，委任契約のほかに，原因関係上の債務の弁済につき，
銀行による第三者の弁済になるか，代理関係も含むかなどについても判断して
いる（en）。その3は岡山地判平成5・8・27（金法1371号83頁）である。この
事案はY銀行（仕向銀行）は平成4年3月27日に振込指定日を同年3月31
日とする先日付振込をX（被仕向銀行）あてに発信した。この振込通知を受
信したX銀行は3月31日付けで受取人口座に振込金を入金記帳した。ところ
が，同31日の午後Y銀行から組戻依頼を受けた。そこで，この依頼を受けた
（34）誤振込による振込金の受取りが法律上の原因のないものかについては，本件の場
　　合には受取人が振込依頼人から受領すべき債権を有していることで両者間に対価関
　　係は存在するが，振込依頼人と仕向銀行の間では振込委託の撤回（組戻し）により
　　補償関係が欠ける場合の仕向銀行と受取人の間の不当利得が成立するかについては，
　　振込実行前に振込依頼の撤回があったことにより，振込依頼は存在せず，振込入金
　　された資金は銀行の資金であって，これを受取人は自己に対する給付とし，債務の
　　弁済として保持する権限はないとして銀行は受取人に対して弁済金の返還を請求で
　　きるとしている。振込送金が銀行による第三者の弁済になるかについては，「振込
　　送金取引において，銀行は振込依頼人と受取人との間の資金移動の目的・原因等に
　　ついて関知すべき立場になく，仕向銀行は被仕向銀行に対し受取人口座への入金を
　　委託するにすぎないから，振込送金につき，それ自体，仕向銀行にとって受取人に
　　対する（振込依頼人の債務の弁済として）給付としての性格を有すると解すること
　　は疑問の余地がある」としてこれを否定する。次に振込依頼人と仕向銀行の法律関
　　係に代理関係を含むかについては，まず，この両者の法律関係を委任契約ないし準
　　委任契約としたうえで，仕向銀行は被仕向銀行との関係においては，自己の資金・
　　計算において決済するのであり，被仕向銀行に対し自己の名をもって委託するので
　　あって振込依頼人の代理人または使用人として行うものではなく，被仕向銀行につ
　　いても同様であるから，少なくても銀行の立場からみて，振込依頼人に直接法的効
　　果を帰属させる意思で，銀行自身が受取人に対して給付ないし弁済を行うものでは
　　ないのでゾ振込依頼人と仕向銀行の（準）委任関係には弁済・給付に関する代理関
　　係は含まない，としている。
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X銀行は，組戻依頼を承諾することとして，Y銀行に資金を返送するととも
に，受取人の承諾を得ることなく，受取人口座の入金記帳を抹消した。その後，
X銀行は受取人から入金記帳の抹消は違法である旨の指摘を受けたため，入
金記帳の抹消を取り消して，Y銀行に組戻しの無効を理由に振込金を不当利
得として返還を請求した。この事案でY銀行がX銀行に組戻しを依頼したの
は振込依頼人からの振込資金の提供がなかったためである。本判決は，銀行間
の振込取引においては，被仕向銀行における受取人口座への入金記帳をもって，
預金債権が成立するとの立場から，振込指定日である平成4年3月31日に入
金記帳された時点において右受取人の預金債権が成立したものというべきであ
るとし，振込依頼人が仕向銀行に対してその資金を提供しなかったことをもっ
て，仕向銀行は，振込通知にしたがって入金記帳処理をした被仕向銀行及び受
取人に対し，預金債権の不成立を主張することはできない，としてX銀行の
請求を棄却した。本事例のように振込指定日前に振込通知を発信する先日付振
込では，振込資金は振込依頼時ではなく，振込指定日当日になるのが一般的な
取扱いであることから，振込依頼後に振込依頼人が資金繰りがうまくいかずに
振込指定日に準備できない事態が生じることがある。この場合，振込指定日当
日にはすでに受取人口座への振込金の入金記帳が済んでおり，預金債権が成立
しているので，受取人の承諾を得ることなく組戻しをすることはできないとい
うべきである。にもかかわらず本件のX銀行は受取人の承諾を得ないで自己
の判断で一方的に組戻しに応じたことも問題である。なお，この組戻しについ
ては次項で説明する。
11．振込取引の組戻し・取消・訂正
　前項の先日付振込において，振込依頼人からの組戻依頼があったことが問題
の出発点になっているので，ここで振込取引の組戻しと取消・訂正について，
法律的側面と実務的側面の両面から解説することにする。
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　｛1）組戻し
　「組戻し」の用語は法律用語ではなく，実務用語である。為替実務で組戻し
とは，一度取り組んだ為替取引について依頼人から，それを取りやめる旨の申
し出があった際に銀行がとる手続きのことをいう（35）。　’そして，その理由は問
わないこと，依頼人からの申し出であること，為替取引の撤回をすること，に
その特徴があり，これが後述する取消・訂正との相違点でもある。したがって，
たとえば，振込をするにいたった原因債務が存在しなかった場合や振込先金融
機関や振込金額を間違えた場合などのほか，振込委託の暇疵による無効，取消
の場合も対象になる。
　この組戻しについては，電子的手段を用いた資金移動取引の法律的問題点の
一つとして指摘されている①振込委託の撤回が不可能になる時点，②被仕向銀
行にとって処分可能な資金となる時点，③被仕向銀行から受取人にとって引出
可能な預金となる時点，④受取人の預金として付利される時点，について法的
問題点を考えるうえでは分けて考える必要がある旨の指摘がある（36）。しかし，
これらの各時点は現在の振込制度下では受取人の預金口座に振込金が入金記帳
された時点ということになる。そして，振込委託の撤回を振込依頼人はいつま
でであればすることができるか，いつから撤回ができなくなるか，の問題は
「組戻し」がいつまでなら可能か，と同じことになる。そこで，以下に組戻し
の法律的性質に関連させてその手続きを述べることにする。
　まず，組戻しの法律的性質については，振込依頼人と仕向銀行の間の振込委
託契約を委任契約であると解する立場からは，この委任契約の解除にあたると
（35）　高橋勝好「為替・手形交換」245頁では「当座口振込の組戻しとは，当座口振込
　　の手続終了後，振込の必要がなくなった依頼人の申し出によって仕向銀行が被仕向
　　銀行に対してその振込手続を取り消すことを意味し，（中略）元来組戻しはすでに
　　取り組まれた当座口振込をある特別の事由により取り消し，これなかりしものとす
　　る効果をもつものである」としている。
（36）岩原紳作「アメリカにおけるEFT法の発展一コンピュータを用いた金融決済
　　と法」鴻常夫先生還暦記念八十年代商事法の諸相，101頁。なお，「振込委託の撤回
　　不能時点」の問題については，同岩原「電子決済と法」247頁以下に詳細な記述が
　　ある。
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解される（民法651条）。そして，振込依頼人と仕向銀行，仕向銀行と被仕向
銀行との間の関係はそれぞれ別個独立の委任契約であるとみるので，依頼人か
ら振込依頼を受けた仕向銀行がなしうる委任事務の内容は被仕向銀行あてに振
込依頼内容にしたがって振込通知を発信することであるから，この発信により
振込事務の処理は完了する（3’）。このため，振込依頼人から振込通知発信後に
組戻依頼を受けたときは，もはや仕向銀行自身の判断でこれに応じることはで
きない。そこで，被仕向銀行に組戻依頼をして，その承諾を得ることが必要に
なる。次にこの組戻依頼を受けた被仕向銀行はどうすべきかというと，被仕向
銀行が受任者として仕向銀行から委任された事務の内容は，受信した振込通知
の記載内容にしたがって受取人名義の預金口座に振込金を入金することである
から，この入金記帳をする前に仕向銀行から組戻依頼をうけたときは，被仕向
銀行としての委任事務処理が終了していないので，自己の判断で組戻依頼に応
じることができる。すでに受取人口座に振込金を入金記帳しているときは振込
委任事務は終了し，振込は完了しているので，もはや組戻しはできないことに
なる。以上は，組戻しが委任契約の解除としての法律的性質をもつことから，
委任契約の解除は受任者が委任事務処理を完了した後はできず，解除は将来に
向かって効力を生じるものとなる法律的解釈にのっとったものである。したがっ
て，法律的には振込金が受取人の預金口座に入金記帳された後は組戻しはでき
ないことになり，振込依頼人は直接受取人との間で原因関係上の権利に基づい
て振込金の返還を請求することにより解決することになる。
　しかし，実務では振込依頼人から受取人に請求して返還を受けることに代え
て，被仕向銀行から受取人に連絡して，承諾を得たときに組戻しに応じている。
受取人の承諾が得られなければ組戻しに応じられない旨の回答をすることにな
る。
　以上の委任契約説にたって受取人の預金口座への振込金の入金記帳により受
取人の預金債権が成立し，委任事務が完了するものとする考え，委任契約は委
（37）　同趣旨の判例としては，東京高判昭62・10・28，金法1187号32頁がある。
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任事務完了まではいつでも解除することができるとする考え方について，仕向
銀行の振込依頼人に対する委任契約上の義務は，支払指図の被仕向銀行または
仲介銀行への送信に限定されるという考えとは矛盾するように思われる（38｝，
との指摘があるが，右に述べた現行実務の考え方は委任説によるもので，指摘
のとおり仕向銀行の振込依頼人に対する委任契約上の義務は支払指図（振込通
知）を被仕向銀行あてに発信するまでであり，故に振込依頼人から組戻依頼を
受けた時にすでに被仕向銀行あてに振込通知を発信している場合には，仕向銀
行としての委任事務の処理は終了しているので，自身の判断で組戻しに応じる
ことができないので，被仕向銀行に組戻しの依頼をして，その回答により取扱
うことになるので，何ら矛盾はないと考える。
　（2）組戻しと振込委託契約の無効・取消の関係
　前述のとおり，実務上の組戻しにおいては，組戻理由は問わないことから振
込依頼人と仕向銀行との間の振込委託契約が制限行為能力や暇疵ある意思表示
などによって，無効あるいは取り消される場合に振込取引はどのような影響を
受けるかが問題になる（39）。立法㈲による解決がなされていない現状では組戻
手続によりこの問題を解決することが可能であり，妥当であると考えるので，
その理由，方法について説明する。
　振込委託契約に制限行為能力者などが関与した場合にも組戻手続によるとい
うことは，民法の関連規定を振込取引には適用しないということになるが，そ
の理由は前述の振込取引の特殊性の一つである当事者としての銀行が資金移動
（38）　岩原紳作，前掲「電子決済と法」264頁の脚注（69）。
（39）　㈱金融情報システムセンターの法律問題研究会報告書「EFT（電子資金移動）
　　取引における法律問題の明確化」25頁以下でも取り上げている。
（40）　岩原紳作，前掲「電子決済と法」213頁では「銀行に過大な負担やリスクをかけ
　　ず，振込取引や電子資金移動取引がスムースに行われるようにするためには，何ら
　　かの手を打つとすれば，これらの取引に民法上の無能力制度の適用を制限する立法
　　を行わざるをえない」としている。なお，本書では第2章において電子資金取引に
　　おける無権限取引，行為能力，意思の欠歓・暇疵ある意思表示等について詳細な研
　　究結果が述べられている。
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の仲介者にすぎない点に求めることができるσ振込取引では通常1件の振込取
引でも4当事者が関係することになるうえ，銀行は振込依頼人と受取人の間の
資金移動の仲介者として，両者間の原因関係上の取引には関与しない立場にあ
る。さらに，振込契約も2当事者間の1個の契約ではなく，複数の契約が重なっ
ているという特殊性を有している。したがって，このような特殊性を有する振
込取引について，2当事者間の契約等を定めた民法の規定をそのまま適用する
ことは振込取引の動的安全を害することになり，円滑な振込取引の遂行に支障
をきたすことになる。
　振込依頼人と仕向銀行の間の振込委託契約に無効・取消原因があったとして
も，仕向銀行と被仕向銀行の間の為替取引契約は，振込依頼人と仕向銀行の間
の契約とはまったく別個の契約であり，被仕向銀行にとって契約の相手方であ
る仕向銀行は法人であり，制限行為能力者ではなく，璃疵ある意思表示によっ
て振込通知を発信しているわけではない。したがって，被仕向銀行は適法かつ
有効な振込通知に基づいて振込事務を処理する立場にあり，いわば善意の第三
者的立場にあるといえる。同様に被仕向銀行と受取人の間の預金契約も別個の
契約であり，振込金の入金行為自体は無効あるいは取り消しうべきものではな
いといえる。振込依頼人と仕向銀行の間の振込委託契約の無効原因や取消原因
が第三者である被仕向銀行や受取人まで及ぷことになるのは，例え民法の制限
行為能力者制度や暇疵ある意思表示等の無効・取消制度が制限能力者や，強迫
を受けた振込依頼人など個人の利益保護を図ることを目的とした制度であると
しても，これによる保護は原因関係上の取引の無効・取消によって図り，振込
委託取引の無効・取消は組戻しができる範囲で保護すれば足りると考える。特
に電子資金移動取引として問題指摘があるのは，振込機（ATM）による振込
依頼の場合には，銀行側は機械であり，相手の意思や状態を感知できる立場に
ないので，民法を適用することできないといえる。そこで，振込委託に制限行
為能力や暇疵ある意思表示があった場合には，組戻手続により対応するのが，
取引の安全性を害することもなく，関係当事者の利害も調整されることになる。
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　（3｝組戻しによる振込金の返還と不当利得による振込金の返還
　前述のとおり組戻しの法的性質は委任契約の解除であるいうことからすれば，
遡及効がない（民法652条）。一方，制限行為能力や暇疵ある意思表示の取消
は遡及効があり，はじめより無効な法律行為となる（民法121条）。そこで，
振込委託契約が制限行為能力や暇疵ある意思表示などによって取り消された場
合に組戻手続きによって対応することの是非について検証しておくことが必要
になる。なお，継続的契約関係については民法121条の取消の遡及効を制限す
るのを本則とすべきではないかとする有力説があるω。
　組戻手続は，振込事務の処理状況に応じて異なるので段階毎にみる必要があ
るが，①まず仕向銀行が振込通知の発信をしていない段階では，まだ委任事務
処理が終了していないので，委任契約の解除として振込資金の返還をすること
も，委任契約の無効または取り消されてはじめからなかったこととして振込資
金を返還することも同一あるので，組戻手続による対応で問題ないといえる。
②次に被仕向銀行あてに振込通知を発信したが，まだ被仕向銀行における受取
人口座への振込金の入金記帳が完了していない段階では，仕向銀行との間の委
任契約上の委任事務処理が終了していないので，仕向銀行からの組戻依頼によ
り被仕向銀行は組戻依頼に応じて，振込金を返還され，それが振込依頼人に返
還されるので，遡及効の有無による実質的な差はなく，組戻手続による対応で
問題といえる。なお，この場合には，振込依頼人と仕向銀行の間の振込委託契
約にかかる委任事務は終了しているので委任契約の解除はできないが，振込委
託契約の無効または取り消された場合には振込委託契約に基づいて支払われた
振込資金は，法律上の原因のない不当利得（42）として振込依頼人に返還される
ので，組戻しと同一の結果となる（43）。そして，③受取人の預金口座に振込金
（41）　我妻栄「新訂民法総則」387頁。
（42）　我妻栄「新訂民法総則」397頁，於保不二雄編「注釈民法（4）」296頁。
（43）　振込依頼人が仕向銀行に支払った為替手数料については，無効または取り消され
　場合には当初からなかったことになるので，返還すべきものとなるが，委任契約の
　解除の組戻しの場合には，この段階では委任事務処理が終了しているので，返還す
　　る必要はない。
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が入金記帳され振込が完了している段階では，組戻しの場合には前述のとおり
もはや委任契約の解除はできないので，これによる振込金の返還ではなく当事
者の合意による振込金の返還である。これに対して無効または取消による場合
には，②と同じように不当利得の返還の問題となるが，この③の場合には，受
取人の預金口座に振込金がすでに入金されており，振込金は受取人の預金債権
となっているので，受取人の承諾を得て預金口座から振込金相当額を払い出さ
ない限り，被仕向銀行には現存利益がないと考えられるので，結果的には組戻
しによる取扱いと同一となり，組戻手続による対応で問題ないといえる。なお，
無効または取消原因のある契約がすでに履行されてしまった後の対応について
は，原状回復義務との関係や不当利得による返還における現存利益の有無や範
囲等について議論（44）のあるところであるが，ここでは主題とはずれるので問
題指摘にとどあることにする。
　以上のとおり，振込委託の制限行為能力や環疵ある意思表示などの場合も組
戻手続により十分対応できることを述べたが，このような場合には，債務負担
の原因契約を取り消して原状回復すべき相手方は自己の契約の相手方だけで十
分である，受取人に対する入金記帳後は銀行に対する振込委託の取消まで認め
る必要はないとする説㈲があるが，これは組戻手続による対応と認めるもの
と考えられる。
　（4）内国為替取扱規則上の取消と訂正
　内国為替取扱規則の定める取消とは，振込通知も含めて加盟銀行間で為替取
引の内容を表す通知である為替通知が全銀システムによって受発信されること
から，この通知を電文と呼んだうえで，「電文の取消とは，発信した電文につ
（44）　㈱金融情報システムセンターの前掲報告書29頁，30頁では「振込資金が仕向銀
　行に残っている場合には仕向銀行に現存利益があると考えられる。これに対して振
　込資金が既に被仕向銀行に移動」している場合，受取人の口座に入金されている場
　合，さらに受取人の口座から払い出されている場合に，仕向銀行に現存利益がある
　　かどうかについていくつかの考え方が示されている。
（45）　後藤紀一「EFT取引と意思表示の蝦疵・無能力について」『手形研究』406号4
　頁など。
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いて加盟銀行の錯誤により全内容を取り消すことをいう」と定義している。そ
のうえで，この取消ができる事由を「取消原因」として①重複発信，②受信銀
行名・店名相違，③通信種目コード相違，④金額相違，⑤取扱日相違，の5つ
が限定列挙されている。この規則にいう「取消」は，法律用語としての「取消」
ではなく，事務処理上の過誤により発信された振込通知など為替通知の発信が
なかったものとする取り扱いである。組戻しが振込の場合には振込依頼人の事
情に基づく振込委託の撤回であるのに対して電文の取消は銀行の過誤による為
替通知の撤回である。
　組戻しの法律的性質が委任契約の解除であるとした場合には，振込通知を仕
向銀行が誤って発信してしまったために，仕向銀行がとるこの取消行為は法律
的にはいかなる行為にあたるかを検討する必要がある。これについては，振込
通知が仕向銀行から被仕向銀行に対する振込委任の意思表示と解して，前述の
取消原因に該当する過誤を仕向銀行がしたことは民法上の錯誤に該当すると考
える。そうすると，これらの取消原因はいずれも振込通知の重要な部分をなし，
その錯誤は要素の錯誤となり，多くの場合には表意者に重大な過失があるとい
えるので，仕向銀行は錯誤無効を主張できないことになる（民法95条）。とな
ると，仕向銀行は自らすでに発信した振込通知の錯誤無効を主張できないばか
りか，この振込通知に基づいて入金記帳を受けた受取人に対しても無効を主張
することができないことになる。しかし，当事者間であらかじめ錯誤による取
消を認める特約を結んでおけば錯誤による無効の主張ということでなく，すで
に発信された振込通知の撤回を認めることは可能といえる。この場合に相手方
である被仕向銀行との間では右の内国為替取扱規則の定あにより，受取人との
関係では関係の預金規定に定めることによって入金の取消ができるようにして
いる㈲。なお，仕向銀行による振込通知の取消しを意思表示の錯誤と解しな
（46）　普通預金規定，貯蓄預金規定，納税準備預金規定では各3条2項に「この預金口
　座への振込について，振込通知の発信金融機関から重複発信等の誤発信による取消
　依頼があった場合には，振込金の入金記帳を取消します」と定めている。また，当
　座勘定規定でも同趣旨が定められている。
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いで両銀行間の委任契約の解除であると解した場合には，組戻しと同じことに
なる。
　以上の取消原因に該当しない例えば受取人の名称とか預金種目・口座番号な
どに過誤があった場合は，その過誤が振込依頼人にあろうが仕向銀行にあろう
が問わず「訂正」として取り扱われる。訂正の場合には手続は，単に被仕向銀
行あてに訂正依頼の電文を発信するだけである。
12．国際振込に関するモデル法
　本モデル法は，外国宛または外国からの振込すなわち国際振込に適用される
モデル法として1992年（平成4年）秋の第47回国連総会に報告されたもので
ある。したがって，国内振込には関係するものではないが，ここでの検討過程，
規定内容が後述するその後の国内振込を中心とする電子的資金移動に関する国
内での検討，国内振込に関する「振込規定」制定に影響を与えることになった
ので，必要な範囲でここに概説しておくこととする。
　この国際振込に関するモデル法を検討，採択したのは国連総会直属の委員会
であるUNCITRAL（United　Nations　Commission　on　lnternational　Trade
lawの略）であり，わが国では国連国際商取引法委員会と訳されている。この
委員会は「国際商取引の法の斬新的な調和及び統一の促進」を目的とし，これ
までも国際統一手形法をはじめいくつかの統一私法条約等のとりまとめをおこ
なっている。本件に関するここでの検討は当初は電子資金移動（Electronic
Funds　Transfer＝EFTと略されている）から生じる法律問題の検討からはじ
め，1982年（昭和57年）に「電子資金移動に関するUNCITRALリーガル・
ガイド」がとりまとめられた。このリーガル・ガイドにおいて振込依頼人が，
コンピュータシステムの障害や通信回線の障害により振込の目的が達成されず
に損害を受けた場合に，この損害をコンピュータシステムの提供業者や通信回
線事業者に直接賠償請求することが困難であることから，振込依頼人の直接の
相手方である仕向銀行が第1次的に責任を負うものとする「ネットワーク責任
論」の考え方が導入された。この「ネットワーク責任論」は前述の請負契約説
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主張の契機になったものといえる。その後，電子資金移動に関するモデルルー
ルを検討することになり，作業部会を設置して検討が重さねられ，モデル法と
なるのであるが，この検討過程で，電子的手段を用いるものだけではなく，い
わゆる紙ベースの振込も適用対象にすることとされた。
　このモデル法は，国際振込に関する当事者の権利義務関係等を詳細に規定し
ているが，その名のとおり，あくまでもモデル法であり，各国の国内立法の際
の指針を示したもので条約のような法的義務を負うものでなく，ましてわが国
の国内振込を対象とするものではないが，その規定内容は国内関係者への大き
な問題提起となった。
　このモデル法では，振込とは，資金を受取人の処分に委ねることを目的とし
て行われる振込依頼人の支払指図に始まる一連の作業をいい，原則として振込
依頼人の支払指図を実行するために銀行間で発受信されるすべての支払指図を
含むものとされている（モデル法2条a号）。そして，このモデル法の主たる
内容は①支払指図がまず振込依頼人から仕向銀行に発信されて，次いで仕向銀
行から仲介銀行（国際振込では為替取引契約の関係でこの契約の締結のある銀
行を経由する）または被仕向銀行（支払指図の最終の受取人）へと順次発信さ
れ，被仕向銀行が受領した支払指図を承諾したときに振込が完了するものとし
ている，②右の支払指図を基準とした当事者概念として，支払指図を発信する
者が送信人であり，受信する者が受信銀行である（2条e号，f号）。この概念
は相対的なものであり，振込依頼人と仕向銀行との間では振込依頼人が送信人
であり，仕向銀行が受信銀行となるが，仕向銀行と仲介銀行または被仕向銀行
との間では仕向銀行が送信人で，仲介銀行または被仕向銀行が受信銀行になる，
③モデル法では支払指図の承諾に非常に大きな法的意味を持たせており，受信
銀行は支払指図を受信しただけでは受信銀行としての義務を負うことはなく，
支払指図を承諾したときに受信銀行としての義務を負うことになる（7条，9
条）。この受信銀行の義務の内容は当該支払指図を執行することであり，被仕
向銀行以外の受信銀行の負う執行義務は，仲介銀行または被仕向銀行に対して
自らの受信した支払指図の内容と一致し，かつ振込を適当な方法で実施するの
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に必要な指示を含む支払指図を発信することである（8条2項）。そして，被
仕向銀行の負う執行義務は資金を受取人の処分に委ねるとともに，被仕向銀行
に口座を持たない受取人に対して通知を発信することとしている（10条），④
送信人による支払指図の撤回可能時期について，受信銀行が支払指図を執行す
る時より以前にその撤回を行うに合理的な機会を持つ程に十分な時間および方
法で受信銀行に到達した場合にのみ，支払指図の撤回が認められることになっ
ている（12条），⑤振込に過誤・遅延があった場合の資金返還ルールの定め
（14条）。この資金返還ルールについては当時，かなり銀行実務界では強く懸
念がもたれた点であるが，これは支払指図の処理過程で何らかの過誤が生じ，
振込が完了しなかったときは，仕向銀行は振込依頼人に対して同人から受取っ
た資金を返還する義務を負うとするもので，振込依頼人に資金を返還をした仕
向銀行は自己の受信銀行から資金の返還を受けることができる，というもので
ある㈹。
13．国内における検討
　（1）関係機関での検討の動き
　国内においても通信ネットワークと情報処理の発展とこれにともなう事務の
合理化が進むにつれて銀行取引も新しいサービスとして取引や情報の管理を電
子化した対顧客サービスが進展し，いわゆるエレクトロニック・バンキングサー
ビスと呼ばれる各種の電子的手段を用いた資金の移動や決済等取引が多く行わ
れるようになっていた。このような銀行取引の機械化の進展のもとで顧客が安
心して新しいサービスを利用できるようにするためには，この新しい取引形態
に関する種々の事項について法的解釈の明確化を図ることの重要性が指摘され，
1983年（昭和58年）5月に金融制度調査会が報告書をとりまとめた。この報
告書の中では，オンラインを利用した決済方法につき法律問題の明確化を図る
ことが，喫緊の課題であることが指摘された。この指摘を受け，1985年（昭
（47）　「国際振込モデル法」の制定経緯，内容，法の仮訳については，藤下健「国際振
　込モデル法について」金融，1993年5月号に詳細な解説がされている。
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和60年）3月に㈱金融情報システムセンターが金融取引法務に携わる学識経
験者，銀行実務家による電子資金移動に関する法的諸問題の検討をする研究会
を設置して検討を始めた㈹。その後，当時の大蔵省・金融制度調査会の下に
金融機械化をめぐる諸問題を検討するために「エレクトロバンキング専門委員
会」を1987年（昭和62年）1月に設置し，1988年（昭和63年）6月に金融
機械化をめぐる諸問題のうち電子資金取引についての問題点の整理を網羅的に
行った中間報告として「電子資金取引について」をとりまとめた。この中間報
告においては，①資金取引の方法が，手形・小切手から電子資金取引による振
込，振替へ次第に複雑化し，進化していること，②電子資金取引については，
全体を一つの決済機構としてとらえ，直接の契約関係にはない当事者間の責任
関係を含め総合的な検討を行うことが必要になってきていること，③各国間の
資金移動の活発化とこれに伴う諸外国の国際的なルール作りへの取組みについ
て我が国としての対応が必要になってきていること，等を踏まえて，我が国に
おいても電子資金取引に関する法制について積極的に検討を行う必要性が高まっ
ているとの指摘を行った。
　②　エレクトロバンキング専門委員会・法制懇談会での検討
　前述の問題指摘を行ったエレクトロバンキング専門委員会では，さらに電子
資金取引に関する法制整備について専門的な観点から検討するために1988年
（昭和63年）9月に「法制懇談会」を設置した。「法制懇談会」では，6年間の
議論，検討の結果を1994年（平成6年）12月に報告書「電子資金取引に関す
る法制整備について」としてまとめた。検討過程では，前述のUNCITRAL
の「国際振込モデル法」の審議状況などについても考慮しながら電子資金取引
の法制整備をめぐり検討を要する論点について議論が進められた。その結果，
この報告書は，まとめられたというものの実は立法により問題解決を図るべし
（48）　ここでの検討結果は1986年（昭和61年）11月に「EFT（電子資金移動）取引
　　における法律問題の明確化」として発表されたが，筆者も本研究会委員として参画
　　した。
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とする学者側意見と約款による対応で十分であり，立法化は時期尚早であると
する銀行側の意見の両論併記となっている。
　この懇談会における主たる検討事項は，先ず当事者間の権利・義務関係とし
て，①振込依頼人と仕向銀行の関係に関する事項としては，振込契約の成立時
期，仕向銀行の支払指図の執行義務，仕向銀行の責任の範囲をどのように考え
るか等が議論された。仕向銀行の責任の範囲については，電子資金取引におけ
る支払指図発信後の通信回線事業者等の事故・障害が発生した場合の責任問題
が不明確であることから責任分担ルールを決めることの必要性から仕向銀行の
契約上の義務の範囲，責任の及ぶ範囲はどこまでかといった論点の議論が行わ
れた，②被仕向銀行と受取人の関係に関する事項としては，受取人の被仕向銀
行に対する預金債権の成立時期，被仕向銀行の故意・過失による振込依頼人に
損害を与えた場合に被仕向銀行と直接の法律関係にない振込依頼人が被仕向銀
行の故意・過失を立証することが困難であることから，電子資金取引の実態に
合わせた責任分担ルール作成の必要性などの論点が議論された，③電子資金取
引では取引の当事者が直接相対することなく，現金自動預払機などを介して取
引（人対機械）が行われることから蝦疵ある意思表示，制限行為能力など電子
資金取引における依頼人の支払指図そのものの暇疵について法律関係を明確化
する必要性があるのではないか，民法とどのように調和させるかなどの論点が
議論された。そのほか④支払指図の撤回可能時期，⑤振込にかかる無権限取引，
⑥損害賠償の範囲（振込取引では結果損害まで予見することはない），⑦電磁
的記録の証拠力，立証責任の問題，が議論された㈲。
14．振込規定ひな型
　前項の「法制懇談会」での議論でも触れたとおり，立法化によるまでもなく
約款で十分対応できるとの主張をした実務界では，この懇談会において指摘さ
れた論点を念頭に全国銀行協会が検討し，1992年（平成4年）4月にこの「振
（49）　法制懇談会の報告書「電子資金取引に関する法制整備について」は，当時実務家
　委員として参加した筆者の1995年（平成7年）2月号「金融」に解説がある。
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込規定ひな型」を制定した。
　この規定ひな型による振込規定は現在そのまますべての銀行等の金融機関に
おいて採用されており，振込取引における振込依頼人と仕向銀行との間の権利・
義務関係は基本的に本規定の定めによることになるので，その主要条項につい
て解説することとする。
　（1）適用範囲
　本規定の適用範囲は，銀行窓口での振込依頼書による振込依頼（se）と振込機
による振込依頼で他の金融機関あての他行振込と依頼を受けた金融機関あての
本支店振込について適用される（規定1条）。したがって，電子的手段を用い
たバンキングシステムによる振込取引は適用されない（51）。振込依頼手続につ
いては消費者保護の観点も考慮し，振込依頼書による場合，振込機による場合
のそれぞれについて，振込依頼書への記載事項や振込機への入力事項を具体的
かつ詳細に定めている（規定2条）。この2条では法律的には振込委託契約の
法律的性質は通説・判例と同様に委任契約であるとする立場に立ち，振込委任
の内容は振込依頼書による依頼の場合には，当該振込依頼書に記載された事項，
振込機による依頼の場合には，振込機に入力した事項を依頼内容とすることを
定め，銀行が振込取引において受任する事項の明確化は図っている（規定2条
1項3号，2項4号）。このことは，振込依頼書に記載されない事項や振込機に
入力されない事項は振込委託契約の内容にならないことを意味している。その
うえで，右の依頼内容について振込依頼書の記載の不備または振込機への誤入
力によって生じた損害について銀行は責任を負わないことを定めている（規定
2条3項）。
（50）2007年（平成19年）1月4日から本人確認法施行規則・同施行令が改正され現
　金による10万円以上の振込は振込機によることはできないことになったので，窓
　　口での振込依頼書による振込依頼は増加することが考えられる。
（51）エレクトロニック・バンキングシステム関連の約款としては，「パソコン等の端
　末機を使用した依頼にもとつく振込・振替取引に関する規定（試案）」が全銀協で
　制定されている。
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　②　契約の成立時期
　第3条では振込契約の成立時期について定める。これは前述の法制懇談会に
おける論点の1つとして，「契約の成立時点」の明確化を図ることが求められて
いたことを考慮したものである。3条1項では「振込依頼書による場合には，
振込契約は，当行が当該振込の依頼を承諾し，振込資金等を受領した時に成立
するものとします」，2項で「振込機による場合には，振込契約は，当行がコ
ンピュータ・システムにより振込の依頼内容を確認し振込資金等の受領を確認
した時に成立するものとします」として，契約の成立時期を定めている。しか
し，法律的にみるとこの定め方には2つの問題点がある。その一つは良く考え
てみると振込規定は契約成立後の振込依頼人と仕向銀行との間の権利・義務関
係等を規定することを目的とするものであるから，その規定に契約成立の時期
を定めることは論理矛盾があるのではないかという点である。預金規定や為替
の代金取立規定等の取引約款でも契約の成立時期は定めていない。特に振込取
引の申込は，仕向銀行と取引関係のない者も振込依頼人となることができ，ま
しては振込機による場合には振込規定による契約が成立する余地がないといっ
た技術的な問題もある。そこで，実務界では，為替の窓口，振込機の設置場所
にこの規定を備え置くこと等により対応することによって，解決することにし
た。2つめは振込委託契約が委任契約の法的性質を有するとすることとの関係
である。いうまでもなく委任契約は諾成契約であるから振込委託契約では，振
込依頼人の申込に対して銀行が承諾すれば成立するはずであるが，本規定では
申込に対する銀行の承諾に加えて，振込資金等（「等」は振込手数料である）
を受領した時に振込契約が成立するものとしている点である。この点について
は，振込依頼人と仕向銀行の間の法律関係についての考え方を変更したもので
はなく，実務的視点から規定化したためといえる。すなわち，一般の顧客およ
び銀行の窓口担当者の一般的な認識，事務の流れとしては，通常，振込依頼人
は振込依頼書に必要事項を記入し，これに振込資金と手数料を添えて申し込み，
あるいは振込機に必要事項を入力し，画面指示にしたがって振込資金と手数料
を提供することが考慮されたものといえる。なお，法律的に厳格に定めるとす
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ると，振込機による振込の場合にはいかなる行為をもって申込行為あるいは承
諾行為とみるかといったある意味では技術的な問題の規定化のほかに，契約成
立後に振込依頼人が振込資金等の支払義務を負い，銀行がその支払請求権（法
律的には委任事務処理費用の請求権）を有し，この支払義務を振込依頼人が履
行しなかったときは，銀行は振込委任事務を処理する義務を負わないといった
ことも定めることが必要になるが，法律的厳格さが実務的難解さを招くことを
避けたものといえる。
　ところで，振込機による申込と承諾については，振込機による振込契約の申込
行為は，振込依頼人が画面表示にしたがって必要事項を入力する行為から始まっ
て入力後の確認ボタンを押した時に完了し，銀行側の承諾も同時に行われ，その
契約成立の証として振込の利用明細書が出力交付されるとみることができる。
　そこで，成立した契約内容の確定と取引条件の明確化を図るとともに契約成
立の証として銀行が依頼内容を記載した振込金受取書や利用明細書を交付する
ので，これらの書面が契約の成立を証明する書類になるので，大切に保管する
旨を3条3項に定めている。
　③　振込通知の発信義務
　振込取引における仕向銀行の執行義務を明確化することについては，前述の
とおり電子資金取引における法律的問題点の一つにあげられており，UN・
CITRALの国際振込モデル法でも受信銀行の義務として支払指図の執行義務
（同法8条），支払指図の執行時期（同11条）について定めている。そこで，
これらを念頭に置きつつ，実務の取扱いに基づく銀行の振込通知の発信義務と
発信時期について第4条で定めた。
　1項本文では，依頼内容に基づいて振込先金融機関（被仕向銀行・被仕向店）
あてに振込通知を発信する義務を負うことを定める。そのうえで，具体的な発
信時期を1号と2号で定める。1号は電信扱い（顧客から至急扱いで振込依頼
を受けた場合）には，依頼日当日に発信するという当日発信の原則を定め，窓
口営業時間の終了間際および取扱量の多い繁忙日等やむをえない事由のある場
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合には，依頼日の翌営業日に発信することがある旨を定めている。2号は現在
ではほとんど利用されていない文書扱いの振込（52）の発信時期について定あて
いる。なお，1項本文の規定では依頼内容に基づいて振込通知を発信すること
になっているので，銀行が依頼内容と異なる内容の振込通知を発信した場合に
は，その責任を負うことになる。また，この定めによる発信時期を遅延して振
込通知を発信した結果，振込依頼人の損害を与えた場合にもその責任を負うこ
とになる。
　㈲　取引内容の照会に対する調査回答義務
　振込通知発信後の仕向銀行の取引内容に関する振込依頼人からの照会に対す
る回答義務を第6条に定める。振込取引の仕向銀行の委任事務の内容について
は前述のとおり，①振込通知を発信するまで，②振込通知が被仕向銀行に到達
するまで，③振込金が受取人の預金口座に入金記帳されるまで，の3つの考え
方があるが，銀行実務では，このうちの①に立っている。このことは振込規定
上明文をもって定めていないが，発信主義によっているといっても，仕向銀行
は振込通知の発信後はいっさい義務も責任も負わないということではないこと
を示す意味で振込依頼人から「受取人の預金口座に振込金の入金が行われてい
ない場合にすみやかに取扱店に照会して下さい」と照会があったときは，振込
先の金融機関に照会するなどの調査をして，その結果を回答する旨を定めてい
る。この調査・回答義務は委任契約における受任者の報告義務（民法645条）
としての性格を有するものであるが，民法645条に定める受任者の報告義務は
積極的なものではなく，消極的な義務であることからすれば，約款に規定する
ことによって積極的な意味を持たせていると解することができる。なお，本条
に定める調査・回答義務の内容は「受取人の預金口座に振込金の入金が行われ
ていない場合」と定められていることから，例えば入金されたかどうか，いつ
入金されたか，といった振込取引に関するすべての事項についてまでは及ぼな
（52）　文書扱いの振込みは銀行間の為替通知として「振込票」が使用され，その授受は
　郵便または手形交換所の文書交換制度により行われる取扱方式をいう。
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いことにて注意すべきである。なお，2項では1項とは反対に振込依頼内容に
ついて銀行から振込依頼人に照会した場合の振込依頼人の回答義務等について
定めている。これは仕向銀行が発信した振込通知の内容について被仕向銀行か
ら照会をうけることがあるが，この場合に仕向銀行としては委任者である振込
依頼人に照会して，その回答を得ないと被仕向銀行に回答できない（それぞれ
が委任契約として関連性がることを意味する）からである。ところで，この仕
向銀行からの照会に対していつまでも回答がないとか，不適切な回答があった
りすることが考えられるので，これによって損害が生じた場合には，銀行は責
任を負わない旨も6条2項に定めている。ここでは，銀行からの照会に対しす
る回答期限については具体的に定めず，「相当の期間相内」としているが，この
点については，銀行間の取扱いを定めた「内国為替取扱規則」では，「被仕向
店からの照会に対して，照会日の翌々営業日までに仕向店からの回答がない場
合には，被仕向店は回答を待たずに当該資金を返却できる」ことを定めている
ので，被仕向店から照会を受けた日に直ちに振込依頼人に照会したとすると，
その回答がこの日の翌々営業日の営業時間内までにないと，被仕向店から振込
金が返却され，振込ができないことになる。この場合は，振込資金は振込依頼
人に返還されることになので，この旨を8条3項で定めている。
　⑤　組戻しに関する手続等
　組戻しについては，すでにその法的性質等も含めて詳細な解説をしているが，
振込規定8条1項では，「振込契約成立後にその依頼を取りやめる場合には，
取扱店の窓口において次の組戻しの手続による」ことを定めている。この組戻
しに関する定めをしたのは，前述のとおり，電子資金取引の法律問題点として
指摘された①「暇疵ある意思表示，制限行為能力等」に関する民法の一般原則
と原因取引から切断された抽象性，取引の即時性，大量性等を特徴とする電子
資金取引とをどのように調整するか，②支払指図の撤回可能時期をどのように
考えるか，についての銀行界の考え方をこの規定8条で定めたものといえる。
右の①については「振込契約成立後にその依頼を取りやめる場合」として，振
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込依頼を取りやめるに至った理由を問わないことから，ここに含めて組戻しに
よることとしている。②については前述のとおり，振込委任事務の処理状況に
応じて変化することから，仕向銀行の委任事務の範囲について発信主義をとっ
たうえで，組戻依頼を受けたときすでに振込通知を発信している場合は「組戻
依頼電文を振込先の金融機関に発信する」ことを8条2項に定めるとともに同
3項において「振込先の金融機関がすでに振込通知を受信しているときは，組
戻しができない場合あります。この場合には，受取人との間で協議してくださ
い」と定めている。この定めは，組戻依頼に応じるためには振込通知の発信後
は被仕向銀行の承諾を得ること，受取人の預金口座に入金記帳されているとき
は，受取人の承諾が必要になること，を前提にして定められた規定になってい
る。
　⑥　災害等による銀行の免責
　災害等による銀行の免責に関する定めは預金規定等の銀行の取引約款には必
ず置かれる規定であるが，振込規定の特徴は電子資金取引の法律問題として指
摘されたコンピュータ・システムや通信回線等の障害による損害の責任分担の
明確化の問題が指摘されていたことも考慮して，従来の災害・事変などの不可
抗力の場合に加えて，これら障害の場合の責任について定めていることである。
すなわち，11条2項で「当行または金融機関の共同システムの運営主体が相
当の安全対策を講じたにもかかわらず，端末機，通信回線または，コンピュー
タ等に障害が生じたとき」そして同3項で「当行以外の金融機関の責に帰すべ
き事由があったとき」には振込金の入金不能，入金遅延等があり，これによっ
て生じた損害は当行は責任を負わない旨を定めている。もとより銀行はコンピュー
タ等の利用による事務の機械化については，然るべき安全対策を講じ，事故，
障害の防止に努あているところであるが，例えば通信回線の障害など仕向銀行
の管理領域外での事故についての責任まで全面的にこれを負うことは通信回線
事業者の責任制限のある現状からも銀行がすべて責任を負うことはできない状
況にあることから，仕向銀行の管理領域内の事故，障害および相当の安全対策
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を講じていなかったために生じた事故，障害については責任を負い，免責を主
．張しないことを明確化している。次に「金融機関の共同システム」とは，全銀
システムや全国信用金庫データ通信システム，全国信用組合データ通信システ
ム，農業協同組合等の系統為替オンラインシステム等の各金融業態の為替取引
を処理する為替システムを指す。これらのシステムはいずれも振込依頼人と直
接的に法律関係を有するものではないが，それぞれの参加金融機関が共同で運
営しているシステムであり，振込依頼人と接点を有する仕向銀行もなんらかの
形でこれらの共同システムの参加者の地位にあって，責任の一端を担っている
ことから，その責任を負うものとしているわけである。因みにアメリカの電子
資金取引について定めるUCC　4　A編では，このような資金移動システムは支
払指図の発信人（仕向銀行）の代理人とみなすことになっており，このような
海外の状況も参考にしたものでもある（53）。この規定により，万一，振込依頼
人に損害が発生し，これを仕向銀行が負担したときは，その負担分は共同シス
テムの運営主体に求償できる。ここにいう運営主体とは全銀システムの内国為
替運営機構，全国信用金庫データ通信システムの全国信用金庫協会等である。
また，第3項の定めは故意・過失責任主義による当然のことを定めたものであ
り，国際振込に関するモデル法が被仕向銀行が支払指図を承諾せずに振込が完
了しなかった場合には，その理由のいかんを問わず，仕向銀行は振込依頼人に
対して振込資金に利息を付けて資金返還する定め（同法14条）が設けられた
り，被仕向銀行を仕向銀行の履行補助者であるとみて，被仕向銀行の故意・過
失については仕向銀行が責任を負うとする説もみられているところであるが，
国内振込についてはこのような立場はとらないことを本項では明確化したとい
える。もとより，国内振込では被仕向銀行，被仕向店は振込依頼人が指定して
おり，仕向銀行はその振込依頼人の依頼に基づき振込事務を処理するだけであ
ることからすれば，被仕向銀行の故意・過失についてまで責任を負ういわれは
ないので，妥当な定めであるといえる。
（53）Uniform　Commercial　Code　4　A　lO4条（e号），206条。
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